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 おわりに
 は じ め に
２０世紀末以来，高度科学技術の飛躍的発展により交通，運輸や情報通信
ネットワークが世界に網の目のように張り巡らされ，今や世界は一体化に向か
い，地球市民的国際社会が生起されたといえる。そしてそこでは，高度科学技
術，情報通信ネットワーク網を十分享受し豊かで便利な快適な生活を送ってい
るのが先進工業諸国であるといえる。しかしその「豊かで便利な快適な生活」
は，大量生産，大量消費をもたらし，そのため，資源の枯渇化をまねき，熱帯
林の破壊や砂漠化をひきおこし，環境汚染をもたらしてきているといって過言
ではない。
一方，それら近代文明を享受し得ていない発展途上国では，大量の資源を先
進工業諸国に安価で奪取され，経済的に厳しい環境を強いられており，また民
族主義的，宗教的，経済的対立から絶えまない紛争をひき起こし，貧困層の拡
大，難民の大量発生をもたらすなど貧困と人権侵害をまねいている。
このように現在の国際社会において生じている経済格差，人権侵害，環境汚
染，国際紛争，核兵器等地球規模での諸問題に対して，時間的空間的枠を超え
て，世界の人たちが「地球的市民国家」としての視野に立ってこれらの解決に
真剣になって取り組まねばならないと考える。
勿論，２１世紀を担う生徒たちにとっても，グローバルな社会を主体的に生
き抜くことが求められ，そのためにも，世界の諸国，諸民族との共存共生に取
り組むことが必要であることはいうまでもないことである。
平成１１年版高等学校学習指導要領地理歴史科編「世界史 B」で改訂の要点
として１）「自ら学び考える力の育成を重視し，主題学習の充実を図った」と叙
述している。この「主題学習」については，昭和３５年版以来世界史に導入さ
れ，“自ら学び自ら考える力”の育成を図ることを目指して，４０数年にわたっ
て地道な実践と研究を重ねることで成果が実証されてきたといえる。
今回はこれを一層重視し，「内容」の一分野に位置付けている。具体的に
は，２）大項目として，世界への扉，「地球世界の形成」のエ 国際対立と国
際協調，オ 科学技術の発達と現代文明，カ これからの世界と日本，が「主
題学習」の題材項目として取り上げられている。
特に，の現代史の枠において「主題学習」の題材を主に取り上げているの
は，現代に生きる生徒たちにとって，国際社会の政治，経済，社会，文化の動
きが常に目の前で展開され，それと向き合い，それらとどのように対処してい
くかが喫緊の課題として迫ってき，３）「国際社会に主体的に生きる民主的，平和
的な国家・社会の一員として必要な自覚と資質を養う」ことが強く求められて
いるからである。
このような観点に立って「現代史」を取り上げる際，「地球世界の形成」の
大項目の中で，「主題学習」の教材として適切であるとされるテーマ名として
当該解説書では，
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「エ 国際対立と国際協調」４）では学習のねらいとして「国際協調の意義と課
題を考察させる」ことのできる主題として「核
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
，人種・民族問題，第
二次世界大戦後の主要な国際紛争など，現代の国際問題」の中から選択し設定
する。
「オ 科学技術の発達と現代文明」では，「科学技術と現代文明について考察
させる」ことのできる主題として「情報化，先端技術の発達，環境問題」の中
から選択し設定する。
「カ これからの世界と日本」では，「これからの世界と日本を展望させる」
ことのできる主題として「国際政治，世界経済，現代文明などにおいて人類の
当面する課題」の中から選択し設定する。
などが例示として取り上げられている。そして，「内容の取り扱い」のエ（イ）
の中で５）「内容のエ，オ及びカについては，例示された課題などを参考に適切
な主題を設定し，生徒の主体的な追究を通して認識を深めさせるようにするこ
と」と主題の題目について指摘している。
そこで，上記に記載されていたように「主題学習」に適切と考えられている
テーマの中の１つである「核
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」を取り上げることとした。その理由と
して幾つかを挙げると，
 「内容」についての留意点として「解説書」に６）「（ア）単に知識を与え
るだけでなく，地球世界の課題について考察させること。その際，核兵器の
脅威に着目させ，戦争を防止し，民主的で平和な国際社会を実現させること
が重要な課題であることを認識させること」と指摘しているように国際社会
にあって核兵器問題が地球規模での喫緊の課題として取り上げることが求め
られていること。
 核兵器は地球存亡の宿命を負っているといっても過言ではない。それだけ
に核兵器の被爆国として我が国の国民一人ひとりが国際社会で，核兵器廃絶
（核軍縮）を強く訴えるだけの積極さや深い認識力を培う必要があること。
 広島と長崎に原爆が投下され，数万人の人たちが一瞬のうちに閃光と爆風
歴 史 教 育 論 攷  ２３
で命を失い，命をながらえたとしても放射能をあび，後遺症で多くの人たち
が６０数年たった現在も苦しんでいるという実態を生徒たちに認識させるこ
とが重要であること。
 核兵器による戦争が多くの人間を死滅においやるというだけでなく，地球
上のすべての造物を破壊と汚染にいたらしめ，地球絶滅という絶望的結果を
もたらす。この種の戦争には勝者はありえないということを認識させる必要
があること。
 このテーマを取り上げる際に何を目標とするか。核兵器の脅威や被害や汚
染の実態を共感的認識として捉えさせることだけでなく，さらに科学的認識
を育み，核兵器問題に対して，きちんと科学的理論を身に付け，実践的認識
にまで高めていくことを目指すべきであること。
 近年，北朝鮮のミサイル実験などにより，日本を取り巻く安全保障環境が
変わりつつあり，我が国の安全・安心に対する不安が高まってきた。そのよ
うな時代背景の中で２００７年６月に株式会社三菱総合研究所が「安全保障に
関する市民意識調査」を実施している。７）それによると「日本の防衛問題」，「弾
道ミサイルに対する意識」，「大量破壊兵器に対する意識」等についてで，総
括として国民の防衛問題に対する関心が高く，実際に武力攻撃事態が発生す
る可能性は低いが弾道ミサイルや大量破壊兵器等の核兵器の脅威に対する不
安や懸念が高いという調査結果がでている。
このことからも核兵器問題に対するきちんとした歴史的経緯と核兵器に対
する我が国の核兵器廃絶への強い決意を固めていくことが求められるからで
あること。
等が上げられる。
今回のテーマである「核兵器問題」を学習させるにあたって，今日のグロー
バルな国際社会において，生徒たちが主体的に生きる民主的で，平和的な国
家・社会の一員として必要な自覚と資質を養うためにはどのような学習方法が
最も効果をもたらすものであるかを追究していくが，今回は自ら学び考える力
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を育み，歴史的思考力を養う上で大きな成果が期待される学習方法として挙げ
られている「主題学習」という学習手法でこのテーマに取り組んでいきたい。
なお，「主題学習」に取り組む前に，平成１１年版高等学校学習指導要領地理
歴史科で掲げられている「世界史 B」の目標に則った文部科学省検定済「世界
史 B」教科書の内手元に入手した８社を選び，「核兵器問題」についてどのよ
うな取り上げ方をしているのかを比較分析及び検証することといたしたい。
その比較分析及び検証を踏まえ，「主題学習」と呼ばれる学習方法で取り組
み，前述の諸理由を充足するにふさわしい内容の充実を図り，生徒たちに地理
歴史科の目標を達成できることを目指したい。
 高等学校「世界史B」教科書（平成１４～１８年文部科学省検定済）
における「核兵器問題」についての構成と内容の取り扱い
１ 取り扱う高等学校「世界史 B」教科書一覧
平成１４～１８年文部科学省検定済中８冊
会 社
記号名 書 名 発行社名 頁数 検定済年
会 社
記号名 書 名 発行社名 頁数 検定済年
O社 高校世界史 山川出版 ３５３ 平１４ S社 世 界 史 B 東京書籍 ４２５ 平１８
P社 世 界 史 B 三 省 堂 ３７９ 平１５ T社 新訂版世界史B 実教出版 ４１６ 平１８
Q社 新 世 界 史 山川出版 ４１７ 平１５ V社 詳説世界史 山川出版 ４１３ 平１８
R社 新選世界史 東京書籍 ２６４ 平１８ W社 高校世界史 山川出版 ３５３ 平１８
２ 上記教科書で「核兵器問題」を内容構成上どのような取り上げ方をしてい
るか分析
小項目として…R社「核の時代に生きる」
内容見出し
会 社
記号名 内容見出し
会 社
記号名 内容見出し
P社 「核兵器開発競争と平和運動」 S社 「核の脅威と平和運動」
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Q社 「核戦争の危険」 T社 「軍縮と平和」
〃 「平和運動と軍縮問題」 V社 「米・ソ軍縮と緊張緩和の進展」
R社 「２発の核兵器の衝撃」 W社 「米・ソ軍縮と緊張緩和の進展」
〃 「核の恐怖と冷戦」
〃 「核軍縮に向けて」
「調べ学習」として…R社は「調べてみよう」→「図はアメリカの核問題
専門誌に掲載された「世界終末時計」である。地球破滅の午前０時までの残
り時間が少ないときは，どのような出来事がおこっていたかを調べてみよ
う」。と具体的な調べ学習内容を指摘し，「考えてみよう」→「核軍縮をめざ
す試みのなかで，あなたが大切だと思うことをあげて，おたがいに話しあっ
てみよう」と調べ学習をさらに発展させ自分自身の問題として深く追究させ
ようとしている。
「核兵器問題」を内容構成上等の面から～を分析すると，
「内容見出し」では，O社以外は各社とも１つずつ「核兵器問題」のテー
マを挙げている。
このテーマの歴史的流れとして，核兵器の使用→冷戦（核開発競争）→核
戦争の危機→平和運動→冷戦緩和→核軍縮へと大枠で展開されていくのだが
「内容見出し」として各社とも取り上げているのは，上記の流れの一部分に
しか過ぎない。見出し以外は各歴史事項とその都度関連付けて叙述されてお
り，一貫してこのテーマを取り扱っていない。その点，R社は「核の時代に
生きる」というテーマで「核兵器問題」を歴史の大枠の流れの中で捉えてお
り考察しやすい。
また，R社は「世界終末時計」を取り上げ，生徒たちに「調べ学習」をう
ながし，「核軍縮」についての「考察と話し合う」ことを課題としており“自
ら学び考える”学習方法として適切であるといえよう。
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 「核兵器問題」に関する「世界史B」当該教科書での叙述内容の
比較分析及び検証
１ 「核兵器問題」に関して学習指導要領地理歴史科の「解説書」で，８）「第二次
世界大戦後の国際問題の中から事例を取り上げ，その原因や背景を歴史的観点
から追究させ，国際協調のあり方について考察させる」とし，その際，「核兵
器問題」については「核開発競争，部分的核実験停止条約や核拡散防止条約の
締結，核軍縮の進展などが米ソ関係によって左右されるだけでなく，平和運動
などの国際世論の影響を受けている。」，さらに「冷戦終結後に南アジアや中国
で新たな核開発が行われた背景について考察させる。」と述べられている。
このことから「核兵器問題」を考察する際，上記「解説書」で叙述されている
視点を踏まえて，本稿で４つの以下の項目を設定して，上記「世界史 B」教科書
の内容でどのような叙述がなされているかについて比較分析することとしたい。
２ 本稿で設定した４項目
 冷戦体制下での核兵器開発競争
 深刻な核戦争突入の危機とその回避
 核兵器廃絶（核軍縮）へ向けての平和運動などの国際世論の動向
 核兵器廃絶（核軍縮）への取り組み
の４項目の視点について各教科書の内容の比較分析をしていきたい。
３ 各項目ごとに具体的な内容９）の比較分析及び検証
 冷戦体制下での核兵器開発競争
ア．核兵器開発競争とその背景
会社記号名 叙 述 内 容
O社 ・１９４９年ソ連が原子爆弾の製造に成功し，５２年アメリカが水素爆弾の保有
を明らかにするなど核兵器開発競争も続いた。
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P社
・戦争直後，核保有国はアメリカだけであったが，ソ連もアメリカとの対
抗上，開発を急ぎ，１９４９年に原爆実験に成功した。米ソを中心とする核
兵器開発競争が開始され，１９５２年アメリカが水爆実験に成功すると，ソ
連も翌１９５３年にはこれに続き，１９５７年にはソ連がアメリカを射程範囲と
する大陸間弾道弾（ICBM）の開発と，世界初の人工衛星スプートニク
の打ち上げに成功した。アメリカも同じ１９５７年に大陸間弾道弾を開発し
たが，人工衛星の開発で先をこされてアメリカのショックは大きく，ソ
連との「ミサイルギャップ」を印象づけた。米ソ両国が核兵器開発競争
をくり広げた。
Q社
・米ソの軍備拡張戦争で中心を占めたのは，核兵器とそれをはこぶミサイ
ルの開発競争であった。戦後，アメリカは自国による原子爆弾の独占を
前提に国際政治を展開してきた。しかし１９４９年ソ連が原爆開発に成功
し，１９５２年１１月アメリカが水爆を製造すると，翌５３年ソ連も水爆を開発
して追いついた。米ソ両国は大陸間弾道ミサイル（ICBM）の開発をき
そい，ともに地球上どこへも瞬時に核爆弾をうちこめるようになった。
・このように世界にひろがる軍事的対決の構図ができあがると，アメリカ
とソ連はそれぞれ軍備拡張につとめ，そのための膨大な軍事支出が戦後
の世界経済を左右することになった。…経済力ではるかにおとるソ連に
とって合衆国に対抗する軍事力を維持することは過重な負担になり…冷
戦という覇争いでソ連の立場をいっそう苦しくした。
R社
・アメリカの核兵器独占は，１９４９年にはソ連が原爆を開発したためくずれ
た。それからは，米ソ両国は冷戦のなかで水爆の開発，核弾頭ミサイル
の開発へと軍備拡張競争につきすすんだ。
S社
・原子核研究の成果は最初は兵器として応用され，大戦中にアメリカ合衆
国が原子爆弾の開発に成功して広島・長崎に投下し，数十万人の人命を
奪った。合衆国に対抗していたソ連も１９４９年に原子爆弾を保有するよう
になり，合衆国による核兵器の独占は終わりを告げた。５２年に合衆国が
さらに破壊力のある水素爆弾を開発すると，ソ連も翌年にはその開発に
成功した。
・１９５７年にソ連が人工衛星を打ち上げると，危機感をいだいた合衆国も開
発をすすめた。このような技術も長距離ミサイルなどの兵器の開発に応
用され，米ソとも核弾頭をつけた大陸間弾道弾（ICBM）を開発し配備
した。
T社
・１９４９年には，ソ連が原子爆弾の保有国となり，核兵器の面でもアメリカ
と肩を並べるにいたった。（注）１９５２年にはアメリカが水爆実験に成功
し，翌１９５３年には，ソ連も水爆を所有していることがわかった。
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V社
・アメリカの核兵器独占は，１９４９年ソ連の原子爆弾製造で破れ，まもなく
イギリスも核保有国となった。５２年，アメリカが最初の水素爆弾の実験
をおこなうと翌年ソ連も水爆の保有を明らかにした。米ソ両国は核兵器
開発競争を続ける一方，核戦争による共倒れをおそれて，直接対決や相
手側陣営への介入をさけ自陣営の結束をかため，
W社
・１９４９年ソ連が原子爆弾の製造に成功し，５２年アメリカが水素爆弾の実験
に成功，翌年ソ連も水素爆弾の保有を明らかにするなど，核兵器開発競
争も続いた。
イ．核兵器の運搬手段の開発競争
会社記号名 叙 述 内 容
O社 特になし
P社
・１９５７年には，ソ連がアメリカを射程範囲とする大陸間弾道弾（ICBM）
の開発と，世界初の人工衛星スプートニクの打ち上げに成功した。アメ
リカも同じ１９５７年に大陸間弾道弾を開発したが，人工衛星の開発でソ連
に先をこされてアメリカのショックは大きく，ソ連との「ミサイル－
ギャップ」を印象づけた。
Q社
・米ソの軍備拡張競争で中心を占めたのは核兵器とそれをはこぶミサイル
の開発競争であった。
・１９５７年ソ連の人工衛星打ち上げに代表されるロケット技術の発達であっ
た。以後米ソ両国は大陸間弾道ミサイル（ICBM）の開発をきそい，と
もに地球上どこへも瞬時に核爆弾をうちこめるようになった。
R社
・米ソ両国は冷戦のなかで水爆の開発，核弾頭ミサイルの開発へと軍備拡
張競争につきすすんだ。
S社
・２０世紀はまた宇宙へ人類が進出した世紀でもあった。１９５７年ソ連が人工
衛星を打ち上げると，危機感をいだいた合衆国も開発をすすめた。この
ような技術も長距離ミサイルなどの兵器の開発に応用され，米ソとも核
弾頭をつけた大陸間弾道弾（ICBM）を開発し配備した。
T社 特になし
V社
・１９５８年第一書記と首相を兼任したフルシチョフは経済改革を実行し，大
陸間弾道ミサイルの開発，世界最初の人工衛星の成功（１９５７）を背景に
アメリカ合衆国との対話をすすめた。
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W社 特になし
ウ．核保有国と保有の経緯
会社記号名 叙 述 内 容
各会社共通
（同趣旨）
・アメリカ（第二次世界大戦末期）に原子爆弾製造，使用
・１９４９年ソ連原子爆弾製造に成功
・１９５２年アメリカの水素爆弾実験成功
・翌年５３年ソ連も水素爆弾を保有
O社
・イギリスは，１９５０年代の保守党内閣の時代に核兵器保有国となった。
・フランスは，ド・ゴールは核兵器開発に成功し，
・（注）アジア・アフリカの紛争地域の国ぐにが新たな核保有国になるなど
・中国はなお核兵器の制限・削減には応ぜず，
・パキスタンが新しい核保有国となり，またひそかに核兵器の開発をおこ
なっていると疑われる国もあり，
・インドは，７４年核保有国となった。
P社
・イギリス，フランス，中国も原爆保有国となった。
・２１世紀はじめ，少なくともアメリカ・イギリス・フランス・ロシア・中
国・インド・パキスタンが核兵器を所有し，
Q社
・軍拡は大国だけでなく，アジア・アフリカ・ラテンアメリカの紛争地域
の小国にもひろがり，
・ド・ゴールのフランスは，１９６０年代みずから原爆を開発し，
R社
・イギリス，フランス，中国もつぎつぎに核兵器を開発し，核実験は５カ
国で２，０００回をこえた。
・しかし，インド，パキスタンはこれに参加せず，９８年には核実験を強行
した。
S社
・その後，イギリス，フランス，中国も核兵器を保有するようになり，原
水爆の実験が世界各地で行われ，
・（注）インドは１９７４年に原爆実験を行った。９８年にも実施したのにつづ
き，パキスタンも強行した。
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T社
・米ソのほか英仏も核兵器を保有し競って核実験をおこなった。
・（注）中国は１９６４年原爆実験に，１９６７年には水爆実験に成功した。
・（注）カシミールの帰属について，インド・パキスタンは１９４７年以来
争っているが，いまだに未解決である。両国は１９９８年には核実験を翌年
には弾道ミサイル実験をおこなった。
V社
・まもなくイギリスも核保有国となった。
・１９５８年大統領となったド・ゴールはフランスを第４の核兵器保有国にし
た。
・９８年にはインドの核実験に対抗してパキスタンも核実験をおこない，あ
らたな核保有国となった。
W社
・イギリスは，１９５０年代の保守党内閣の時代に核保有国となった。
・フランスは，ド・ゴールは核兵器開発に成功。
・中国はなお核兵器の制限・削減には応ぜず，パキスタンが新しい核保有
国となり，
・アジア・アフリカの紛争地域の国ぐにが新たな核兵器保有国になるな
ど，
・インドは，独立後パキスタンとの紛争をくりかえしていたが，…７４年に
は核保有国となった。
・１９９８年にはインド・パキスタン両国の対立は激化し，双方とも核実験を
おこない，パキスタンが新たな核保有国となった。
エ．核兵器の威力と被害
会社記号名 叙 述 内 容
各会社共通
（同趣旨）
・アメリカは，８月６日広島に，さらに９日に長崎に新兵器の原子爆弾を
投下して，両市を破壊させた。
・（注）を含め，原子爆弾によって広島では被爆後５年間に２０万人以上，長
崎では１４万人以上の人びとが死亡し，その後現在にいたるまで多くの人
びとが後遺症に苦しんでいる。
O社
・各国の保有している核兵器はまだ膨大な数量にのぼり，危険な状態はま
だ続いている。
・（広島爆心地付近写真入説明）原子爆弾による一般市民の無差別大量殺
害と残留放射能による被害は戦後も国際的に大きな人道問題となった。
P社
・（広島県産業奨励館・原爆ドームの写真）
・原爆は，それまでのどの兵器をも上回る甚大な被害を人類に与えた。
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Q社
・原爆投下によって都市民を大量に殺傷した。そして戦争は第二次大戦と
ともに核兵器時代にはいり，人類絶滅の危険が現実になった。
・アメリカとソ連は核兵器やミサイルの開発競争でしのぎをけずり，核戦
争の脅威は６２年のキューバ危機で人類を滅亡の淵にたたせた。
・小テーマ「冷戦はなぜ第三次世界大戦にならなかったか」の中で米・ソ
の直接武力対決を防いだのは，両国が軍備拡張競争の結果，ともに過剰
な原水爆をかかえて，相手をいつでも抹殺できる，いや人類そのものを
ほろぼせる状態に達したことであった。
・（広島原爆投下写真入説明）
R社
・トルーマン大統領は原爆投下をほこらしげに発表したが，イギリス人記
者は９月に広島の惨状を世界に発信した。記事の最後は「ノーモアヒロ
シマ」であった。
・米ソ両国が保有した核兵器の爆発力は第二次世界大戦で使われた爆弾の
総爆発力の３，０００倍に相当した。
・（広島原爆投下写真入説明）
S社 ・原水爆の実験が世界各地で行われ，核兵器による人類滅亡の危機が高
まった。
T社
・（長崎への原子爆弾投下写真）
・核兵器の開発によって，人類全体が滅びる可能性まで生じるなかで，現
代の世界では，軍縮と平和の構築に向けてさまざまな努力が払われてき
た。
V社
・（広島の爆心地付近写真入説明）－原爆ドーム（旧県産業奨励館）
・原子爆弾による一般市民の無差別大量殺害と残留放射能による被害は，
戦後も国際的に大きな人道問題となった。
・米ソを筆頭に両陣は核兵器開発に力をそそぎ，人類すべてが死滅しても
なおありあまるほどの核兵器をたがいに所有するまでにいたった。
W社
・（広島の爆心地付近写真入説明）
・原子爆弾による一般市民の無差別大量殺害と残留放射能による被害は，
戦後も国際的に大きな人道問題となった。
のア～エについての教科書叙述内容の比較分析及び検証
アの「核兵器開発競争」について，米ソ両国の原子爆弾，水素爆弾の製造・
実験の競争年をほぼ８社とも叙述している。
イの「核兵器の運搬手段の開発競争」について，大陸間弾道ミサイル（ICBM）
の開発について叙述しているのは P・Q・R・S・V各社で，人工衛星によるロ
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ケット技術を兵器面で開発したと叙述しているのが P・Q・S各社である。こ
のように人工衛星によるロケット技術の開発が軍事面に転用されることになっ
たが人類の宇宙への神秘の謎を解きあかすことになるとは皮肉ではある。
核兵器運搬手段として大陸間弾道ミサイル（ICBM）が叙述されているが，
それ以外にも潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）や戦略爆撃機等が重要な戦略
核兵器としてあげられるのだが，この２つについてどこの会社も叙述していな
い。
ウの「核保有国」については，アメリカ，ソ連，イギリス，フランス，中国
の５大国が核保有国であることはどの教科書でも指摘している。
さらに，インド，パキスタンも核実験を行っていることも叙述している。
その他について，O・Q・W各社で，軍拡はアジア，アフリカの紛争地域の
国ぐにに新たな核保有国がでていることの疑惑を示唆している。Q社ではラテ
ンアメリカにも見られるとしている。
なお，核兵器開発疑惑については，１９９８年の世界の核状況を５つのカテゴ
リーに分けて現状を説明しているのを引用すると，１０）
核兵器国（１９６７年前に核爆発を実施し，NPT（核不拡散条約）により核兵
器国として認められている）－アメリカ，ソ連，イギリス，フランス，中国。
NPT未加入核兵器国（核兵器を配備する，又はすでに配備している）－イ
ンド，イスラエル，パキスタン。
高度危険国（過去数年間に核兵器能力の取得のための措置をとった）－イラ
ン，イラク，リビア，北朝鮮。
核開発断念国（１９８０年代に積極的に核開発計画をもっていたが，最近それ
らを断念した）－アルジェリア，アルゼンチン，ベラルーシ，ブラジル，カザ
フスタン，ルーマニア，南アフリカ，ウクライナ。
核開発自粛国（核兵器開発の技術的基盤をもつが，これまでその開発を望ま
なかった）－オーストラリア，カナダ外２０カ国。
エの「核兵器の威力と被害」については，「広島」「長崎」での原爆投下によ
歴 史 教 育 論 攷  ３３
る被爆の死者数について８社とも叙述している。P社が原爆投下時の被爆死者
数を提示している以外の７社では投下から５年間での被爆死者数をあげてい
る。また，被害で，原爆投下以後現在にいたるまで原爆後遺症で苦しんでいる
ことを T社を除く７社が叙述している。
「広島」「長崎」両市が「壊滅」の被害を受けたことを叙述しているのは O・
R・V・W各社である。
核兵器の「威力」については，「人類滅亡の危機」といった表現を使ってい
るのが S・T・V各社である。
核兵器の「爆発力」について，R社が「第二次世界大戦で使われた爆弾の総
爆発力の３，０００倍に相当した」と叙述しており，現在核を保有している国々の
核の威力を唯一叙述したものである。
 深刻な核戦争突入の危機とその回避
会社記号名 叙 述 内 容 そ の 回 避
T社
・ドイツでは，米英仏の占領地区で
１９４８年６月に通貨改革がおこなわれ
た。これをみたソ連は，３国占領地
区からベルリンにいたる交通を遮断
した（ベルリン封鎖）。西側諸国は
空輸で対抗し，緊張は極度に高まっ
た。
・封鎖は１９４９年５月にとかれた
もののドイツの東西への遮断は
決定的になり，１９４９年秋には，
ドイツ連邦共和国とドイツ民主
共和国が成立した。
P社W社
（内容同趣旨）
・１９５０年，北朝鮮が統一をめざして韓
国に進攻したため，朝鮮戦争がはじ
まった。アメリカを中心とした国連
軍は北朝鮮軍に壊滅的打撃をあたえ
た。このため中国が北朝鮮支援に乗
りだし，国際紛争になった。一時，
核兵器の使用が実際に検討されるな
ど，核戦争勃発の危機もあった。
・１９５１年ソ連の提案で休戦会談が
はじまり，１９５３年北緯３８度線を
はさむ休戦ラインを境界線とす
る休戦協定が締結された。
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各社共通
（内容同趣旨）
・１９６１年キューバでカストロが社会主
義宣言を出した。合衆国はキューバ
と断交したが，１９６２年ソ連がここに
ミサイル基地を建設したため，その
撤去を求めて海上封鎖をおこない，
一時は米ソ間で核戦争の危機がうま
れた（キューバ危機）。
・ソ連がミサイルをキューバから
撤去したため危機は去った。
・この事件はアメリカがキューバ
に侵攻しないという約束と引き
換えに（P・R各社）
・ソ連は，キューバ革命政権維持
を条件に（V社）
・６３年，米・ソ間の偶発戦争を防
止するため，両国間にホットラ
イン（直通回線）が設置された。
（V社）
についての教科書叙述内容の比較分析及び検証
冷戦体制下での核兵器は，米ソにとって重要な敵対の手段であり，核使用の
威嚇を通じて相手を抹殺しようとする行動をとろうとした。
核兵器の威力は，核兵器製造の初期の段階においてすら「広島」「長崎」で
の被害が，破壊や爆発力の規模等において，通常の兵器とは格段の差があり，
今日の核兵器開発の進展に伴って初期製造段階での爆発力，破壊力の数百倍，
数千倍にも達している。
冷戦体制下において，米ソの対外行動として危機が迫った際，両国の指導者
の言動は米ソ間で武力衝突（核戦争）に発展する可能性のある事態が起こり，
しばしば核使用の威嚇が発せられ，世界が恐怖の淵に落とし入れられた。
教科書で，核戦争への危機として米ソの極度の緊張状態として取り上げてい
るのでは，１９４９年のベルリン封鎖を T社が取り上げ，また，１９５０年からの朝
鮮戦争が「一時核兵器の使用が実際に検討されるなど核戦争勃発の危機もあっ
た」（P社），「一時は世界大戦への拡大も心配された」（W社）と核戦争の危険
があったことを叙述している。
核戦争への危機が最も強まったのは「キューバ危機」であり，全教科書でこ
れを取り上げている。この事件は結果として，アメリカがキューバ革命政権維
持（V社）又は侵攻しないという約束（P・R各社）と引き替えにキューバか
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らミサイルを撤去したことで危機は回避された。この事件を契機として「６３
年米ソ間の偶発戦争を防止するため，両国間にホットライン（直通回線）が設
置された」ことを取り上げている教科書は V社だけであった。
このホットラインの設置によって，核兵器の存在が「絶対兵器」としての意
味あいを持ってきており，これまでの軍事力の主要目的が，戦争に勝つことで
あったが，これ以後核を伴う戦争は避けねばならないという慎重な姿勢と行動
を米ソ双方に取らせることとなった。
１９６０年代の中葉以降，冷戦で核兵器に関する軍備管理が進み，核威嚇によ
る重大な危機はあまり起こっていない。
「核兵器と国際政治」（日本国際問題研究所刊１９９６年）の著者梅本哲也氏が，
当書の（注）の中で，１１）「米国の核威嚇の事例１９の中，１７が１９６３年以前のもの
であり，もう１つ事例１３の中，１０が６２年以前のものである」と叙述している。
ちなみに，この著者が挙げている核威嚇の事例として，冷戦体制下では特に
１９６０年代初頭に至るまでに，１２）
ベルリン封鎖（第１次ベルリン危機）（１９４８～４９年），朝鮮戦争（１９５０～
５３年），台湾海峡危機（１９５４～５５年，５８年），スエズ危機（１９５６年），第
２次・３次ベルリン危機（１９５８～５９年，６１年），キューバ危機（１９６２年）等
そうした事態に際し，核使用の威嚇が発せられたが米ソ双方の慎慮が働くとと
もに，国際世論の核戦争回避と平和を希求する声の盛り上がりにより全面戦争
の勃発を防いだのである。
 核兵器廃絶（核軍縮）へ向けての平和運動などの国際世論の動向
ア．核兵器に反対する国際世論はどのようにして盛り上がっていったのかその
背景は
会社記号名 叙 述 内 容
O・V・W各社 ・冷戦時代には，核兵器の開発がすすみ，核兵器所有国がふえてきたが，
そのことの危機について警告する声ははやくからあがっていた。
３６ 松山大学論集 第２０巻 第１号
P・R社
・米ソ両国が核兵器開発競争をくり広げたため，世界の人びとの不安はま
すます大きくなった。
Q・S社
（同趣旨）
・大国が人類を滅亡させるおそれのある核兵器やその運搬手段の開発にし
のぎをけずるのに対し，世界の知識人や民衆のあいだでは，国境をこえ
て原爆の禁止を求める平和運動がおこった。
T社 ・米ソのほか英仏も核兵器を保有し，競って核実験をおこなった。
P・Q・R・
S・T各社
（同趣旨）
・１９５４年アメリカが南太平洋上のビキニ環礁で行った水爆実験で「死の灰」
をかぶった日本の漁船第五福竜丸の乗組員が犠牲になったことから
イ．核実験禁止・核兵器廃絶（核軍縮）への運動はどのようにして進められた
のか
会社記号名
叙述内容（同趣旨） O社 P社 Q社 R社 S社 T社 V社 W社
・日本原水爆禁止運動がもりあがり世
界各地に平和運動が高まり
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・５５年広島と長崎で原水爆禁止世界大
会が開かれ
○ ○
・１９５５年核戦争の脅威を警告するラッ
セル・アインシュタイン宣言が出さ
れ
○ ○ ○ ○ ○
・１９５７年には世界の科学者たちがパグ
ウォッシュ会議で核実験の禁止や核
兵器の廃絶などが求められ
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・日本の物理学者湯川秀樹や朝永振一
郎もこのような平和運動で重要な役
割をはたした。
○
・国際連合はこうした世論におされて
国連軍縮特別総会（１９７８年，１９８２
年，１９８８年）を３回開催した。
○
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・被爆者みずからが体験をもとに「ノ
ーモアヒロシマ」をうったえ，反核
平和の動きをもりあげることになっ
た。
○
・冷戦の舞台となったヨーロッパでも
８０年代になって反核平和運動がもり
あがった。
○
についての教科書叙述内容の比較分析及び検証
アの「核兵器に反対する国際世論はどのようにして盛り上がっていったのか
その背景は」について
大国の核兵器やその運搬手段の開発競争による危機への警告（不安）する声
を上げているのが T社を除く７社の教科書である。
そして直接的平和運動の盛り上がりとなったのがアメリカの南太平洋ビキニ
環礁での水爆実験で日本の第五福竜丸という漁船の乗組員が「死の灰」をかぶっ
て犠牲となった事件であるとし，これを取り上げているのが P・Q・R・S・T
各社である。
イの「核実験禁止・核兵器廃絶（核軍縮）への運動はどのようにして進めら
れたのか」では，
日本の原水爆禁止運動の盛りあがりで世界各地に平和運動が高まっていった
ことについて８社全部の教科書で叙述している。また，核兵器の脅威と紛争の
平和的解決を訴えたラッセルとアインシュタイン宣言は５社（P・R・S・T・
V各社）で取り上げ，パグウォッシュ会議は８社全部で取り上げており，この
会議の重要性が示されている。
R社はこのテーマのほとんどの事項を列挙し，特に国際連合の軍縮特別総会
を取り上げており，内容的にも最も幅広く叙述しているといえる。
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 核兵器廃絶（核軍縮）への取り組み
ア．冷戦体制下（１９４０年代後半～１９８０年代半ば頃）での核軍備管理はどのよ
うに進められたのか。また，その背景はどのようなことがあるのか。（条
約番号～）
イ．冷戦緩和及びその後（１９８０年代後半から）の核軍縮はどのように進めら
れたのか。また，その背景はどのようなことがあるのか。（条約番号～）
会社記号名
事項等
O社 P社 Q社 R社 S社 T社 V社 W社
１９６３年部分
的核実験禁止
条約（米・ソ・
英）
○ ○ ○ ○ ○ ○
・その背景
・米ソの緊
張緩和がす
すむなか
・こうした
国際世論に
押された大
国の政府も
ようやく軍
縮のテーブ
ルにつき
・５６年には
ソ連のフル
シチョフ共
産党第一書
記がスター
リン批判を
行い，アメ
リカとの平
和共存をう
ちたてた
・このキュ
ーバ危機は
米ソによる
核戦争勃発
の危機をは
らんでいた
が，ソ連が
譲歩して危
機は去った
・１９６２年の
キューバ危
機では核戦
争がはじま
る危険さえ
生じたがこ
の危機も一
つのきっか
けとなって
・こうした
国際世論に
押されて
・条約の内容
・核兵器保
有国が増え
ることを防
ぐこと
・大気圏内
外水中核実
験停止条約
・条約の問題
点
・核保有国
の地下核実
験は禁止さ
れなかった
・核兵器開
発競争はお
さ ま ら な
かった
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１９６８年核拡
散防止条約
（NPT）（国連）
○ ○ ○ ○
・その背景
・の背景
に同じ
・米ソ両国
の緊張緩和
（デタント）
の動きがす
すんだ
・緊張緩和
が大きくす
すんだ
・の背景
に同じ
・条約の内容
・核保有国
がふえない
ようにする
・核兵器の
保有をアメ
リカ・ソ連・
イギリス・
フランス・
中国に限定
し，非保有
国 に は 製
造・取得を
禁止した
１９６９～７２年
第１次戦略兵
器制限交渉
（第１次SALT）
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・その背景
・冷戦時代
核兵器開発
が急速にす
すみ，その
ことの危険
性について
警告する声
があがって
いた
・１９６９年大
統領に就任
したニクソ
ンはヴェト
ナムから撤
退，中国と
の国交正常
化，ソ連と
の交渉に乗
りだす
・の背景
に同じ
・国際的威
信を低下さ
せたアメリ
カは，ソ連
との緊張緩
和をはかり
・ヴェトナ
ム戦争で苦
境 に お ち
いったアメ
リカ合衆国
は対外政策
の再構築を
よぎなくさ
れた。１９７２
年ニクソン
大統領はき
びしく対立
してきた中
国 と 和 解
し，ソ連と
の核軍備管
理体制の構
築をはかっ
た
・冷戦から
の緊張緩和
がある程度
進 展 し た
１９７０年代ア
メリカとソ
連で交渉は
じまる
・の背景
に同じ
・冷戦時代
核兵器開発
がすすみ，
そのことの
危険性につ
いて警告す
る 声 が あ
がっていた
・条約の内容
・戦略ミサ
イルの数を
制限する軍
縮交渉をす
すめた
・保有する
核兵器の量
的制限をは
かる
・７２年には
核兵器の現
状凍結協定
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１９８７年中距
離 核 戦 力
（INF）全廃条
約調印
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・その背景
・１９８５年ゴ
ルバチョフ
が書記長と
なると，対
外 的 に も
「新思考外
交」をとな
えて，アメ
リカ合衆国
と協力して
軍縮をすす
め
・１９８５年政
権についた
ゴルバチョ
フは，改革
（ペレスト
ロイカ）と
情 報 公 開
（グラスノ
スチ）をス
ローガンに
した社会改
革に乗りだ
した。それ
を歓迎した
レーガン米
大統領は対
ソ和解をは
かり
・１９８５年共
産党書記長
になったゴ
ルバチョフ
は，新思考
外交をかか
げてソ連の
改革，再生
を め ざ し
た。そのた
めには軍事
費の負担を
減らさねば
ならなかっ
た。ゴルバ
チョフはア
メリカとの
軍縮交渉を
すすめ
・１９８５年共
産党書記長
となったゴ
ルバチョフ
は，社会主
義体制のゆ
きづまりを
認識し，改
革をはじめ
た。軍事費
をおさえる
ため
・１９８５年に
書記長に就
任したゴル
バチョフは
ペレストロ
イカ（立て
直 し），グ
ラスノスチ
（情報公開）
をかかげ，
軍縮のため
・アメリカ
は，１９８５年
債権国から
債務国に転
落した。こ
の経済困難
を解消する
ため，ソ連
との関係改
善の道を選
んだ。ソ連
の対外政策
も変化した
ことによっ
て米ソの対
話がすすみ
・１９８５年ゴ
ルバチョフ
は対外的に
も「新思考
外交」をと
なえて東欧
社会主義圏
でのソ連の
指導権を否
定，さらに，
アメリカ合
衆国のレー
ガン・ブッ
シュ両大統
領と協力し
て軍縮の伸
展
・１９８５年ゴ
ルバチョフ
が書記長と
なると対外
的にも「新
思考外交」
をとなえて
アメリカ合
衆国と協力
して軍縮を
すすめ
・条約の内容
・史上はじ
めて核兵器
の削減に合
意した
・戦略核兵
器の削減や
戦術核兵器
の全廃
１９９１年第１
次戦略兵器削
減条約（START
）調印
○ ○ ○ ○ ○ ○
・その背景
・の背景
と同じ
・外交面で
も ゴ ル バ
チョフ政権
は１９８９年ア
フガニスタ
ンからの撤
兵，東欧諸
国への干渉
を ひ か え
ブッシュ大
統領も対ソ
和解をすす
め米ソ両国
は１９８９年冷
戦の終結を
確認し
・の背景
に同じ
・の背景
に同じ
・１９８９年ブ
ッシュとソ
連のゴルバ
チョフ書記
長がマルタ
宣言に調印
した
・の背景
に同じ
・の背景
に同じ
・条約の内容
・の条約
の内容に同
じ
・核兵器半
減について
も合意
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１９９３年第２
次戦略兵器削
減条約（START
）
○ ○
・その背景 ・の背景に同じ
・の背景
に同じ
・条約の内容 ・大幅な戦略兵器削減
１９９６年包括
的核実験禁止
条約（CTBT）
○ ○
・その背景
・国際連合
はこうした
国際世論に
おされて
・の背景
に同じ
・条約の内容
・核実験を
全面禁止す
る
・国連総会
で地下実験
を含め核爆
発実験を全
面的に禁止
する
・条約の問題
点
・CTBT に
署名しない
まま，たが
いに対抗す
るインドと
パキスタン
が１９９８年核
実験を行う
国際連合軍
縮特別総会
（１９７８年，８２
年，８８年）
○
・その背景
・国際世論
におされて
世界各地に
非核地帯条約
（図中４つの
条約）
○
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についての教科書叙述内容の比較分析及び検証
ア．の冷戦体制下での核兵器開発競争が無制限に行われていき核兵器が量的
にも質的にも増大し，改善されることで，核兵器の威力は巨大な破壊力や殺傷
力を高めていき，核兵器が「絶対兵器」として扱われ，核戦争には勝者は存在
しないという意識が強く働き，この戦争が起これば人類だけではなく，地球そ
のものの破壊をまねくという存在として位置付けられるようになってきた。
このように核戦争観が根本的に変わっていくことで，冷戦体制下での不安定
な関係にもかかわらず“核戦争は回避されねばならない”という強い共通意識
の一点から，核兵器開発競争が続行される中で，敵対国と「協調行動」を取ら
ざるを得ないという新しい認識が生起した。それは，軍事力の存在を容認しつ
つ，軍備にまつわる戦争勃発の要因をできるだけ減らそうとするテクニカル
的，質的，機能的側面から軍備を管理しようとする立場で，核兵器保有国間で
その努力が積み重ねられていった。１３）
の「１９６３年の米，ソ，英による部分的核実験禁止条約」について，O・W
両社を除く６社が取り上げているが，その「条約の内容」がいかなるものかほ
とんど叙述されていない。そのため，冷戦下でのこの条約が核兵器開発競争の
抑止策とはならなかったことについての探る手懸かりになる着眼点が見つけ出
せない。この条約の値打ちは当面の大気圏内外水中核兵器実験が多くの放射能
をまき散らし環境を汚染していたことに対する国際世論批難にさらされていた
ことでの対応策で，それなりには一定の評価ができる。だがこれ以後地下核実
験がその条約内容に含まれていなかったことでそれまでの実験回数よりはるか
に多く行われていったという事実があるだけに「条約の内容」がそれを探り出
す手懸かりとなっている。それゆえに教科書にはきちんとその内容を叙述すべ
きではないかと考える。
の「１９６８年核拡散防止条例（NPT）」について取り上げているのは４社（Q・
R・S・V社）であるが，この「条約の内容」をきちんと叙述しているのは S
社だけである。
歴 史 教 育 論 攷  ４３
の「１９６９～７２年第１次戦略兵器制限交渉（SALT）」について，８社すべて
の教科書で取り上げている。「その背景」として，冷戦下での核兵器開発競争
の進展が危険性を惹起していることの「国際世論の警告の声」が巻き起こって
いったのだがその声を取り上げているのが O・Q・V・W各社である。また，
この交渉を「国際的威信を低下させていたアメリカ側が軍備管理体制の構築を
図るため」ソ連に働きかけたことを叙述しているのが R・S両社である。
なお，この「条約の内容」を叙述しているのは R・T・V各社であるがいず
れも「戦略ミサイルの数を制限する軍縮交渉」，「保有する核兵器の量的制限を
はかる」，「核兵器の現状凍結協定」といった簡潔な内容にとどまっていること
で，この交渉協定の意図は推し量りかねる。これまで野放しにされていた大陸
間弾道ミサイル（ICBM）と潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）の数を現状で
凍結するもので，ここでは，戦略兵器の３本柱のうち，爆撃機は含まず，運搬
手段の数が凍結されただけで，各ミサイルの搭載する弾頭の数は規定していな
い。ただ，この暫定協定は戦略攻撃兵器の保有量を凍結した点や一定の保有上
限を設定した点に有効な意義があるといえる。
イ．の冷戦緩和後（１９８０年代後半から）の軍縮はどのように進められたの
か。
１９８５年１１月ジュネーブ首脳会議においてレーガン米大統領とゴルバチョフ
ソ連書記長は１４）「核戦争に勝者は存在しない，核戦争は決して戦われてはなら
ない」という原則に合意し戦略核兵器の５０％削減に共通の基礎があることを
確認した。１９８６年１１月のレイキャビクでの米ソ首脳会談においても中距離核
戦力の大幅削減についても基本的な合意に達していた。戦略兵器の削減交渉は
SDI（戦略防衛構想）との関係で進展しなかったが，１９８７年「中距離核戦力
（INF）」に米ソが合意した。
「１９８７年中距離核戦力（INF）全廃条約」について８社すべての教科書で
取り上げている。ただ，条約の内容を叙述しているのは R社「史上はじめて
核兵器の削減に合意した」，T社「戦略核兵器の削減や戦術核兵器の全廃」で
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ある。実際の条約の内容は米ソ両国が陸上配備の中距離及び準中距離ミサイル
とそれらのミサイル発射機を３年以内に全廃することを約束したもので，１つ
のカテゴリーの兵器を全廃し，さまざまな現地査察が認められるという画期的
な条約であり，実際に３年間ですべて廃棄された。また，この条約は冷戦の終
結を導く役割を果たし，その後の START（戦略兵器削減交渉）条約の基礎を
築くものとして意義がある。１５）
の「１９９１年第１次戦略兵器削減条約（第１次 START）」を取り上げてい
るのが O・P・S・T・V・W各社であるが，条約の内容を叙述しているのは
T・V両社のみで，V社の「核兵器半減についても合意」といった簡潔なもの
である。実際の条約の内容は，戦略攻撃兵器の大幅な削減を規定しており，運
搬手段としては ICBM，SLBM，重爆撃機の合計を７年後に１，６００に削減する
こと，核弾頭としては，レイキャビク首脳会談で６，０００とすることで合意があ
り，当時米国は１０，５６３，ソ連は１０，２７１の弾頭を保有していたため一般に半減
を目指すものと考えられた。１６）
の「１９９３年第２次戦略兵器削減条約（第２次 START）」を取り上げてい
るのは，S・T社のみで条約の内容も T社のみが「大幅な戦略兵器削減」と叙
述している程度で，不十分である。この条約は，戦略攻撃兵器の総弾頭数を
３，０００～３，５００の間に削減すること，MIRV（個別誘導複数目標弾頭）搭載の
ICBMを全廃すること，SLBM弾頭を１，７００～１，７５０の間に削減することで合
意したが，この条約は１９９６年１月米国上院による批准の承認を得ることがで
きたが，ロシアの議会での批准承認作業が進んでいないため，まだ発効してい
ない。１７）
の「１９９６年の包括的核実験禁止条約（CTBT）」は R・T両社のみで条約
の内容について叙述していることでほとんど核実験は禁止されたといえる。た
だし，爆発に至らない実験，実験的爆発の準備，核実験場は禁止，閉鎖されて
いないという問題点もまだ残されている。
の「国際連合軍縮特別総会」が３回実施されたことについて R社で取り
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上げられているが，この総会がどのような役割をもつものか叙述されていな
い。従って，その意義について計りがたい。
の「世界各地の非核地帯条約」として，R社では，図中４つの条約－ラテ
ンアメリカ核兵器禁止条約（トラテロル条約），南太平洋非核地域条約（ラロ
トンガ条約），東南アジア非核地帯条約（バンコク条約），アフリカ非核化条約
（未発効）を示していることから，非核地帯についての積極的な取り組みがう
かがえる。
これらの非核兵器地帯の設定は，冷戦期であれ，冷戦緩和期であれ，その当
該地帯の複数の国家が核兵器の生産や取得，さらに他国による核兵器の配備を
も禁止することを約束し，核兵器国もその地帯の構成国に核兵器の使用又は使
用の威嚇を行わないという約束も含まれるもので，地域の安全保障に大きな役
割を果たしているといえる。
以上，ア，イの視点から８社教科書で，各条約がどのように取り上げられて
いるかを分析してきたが，これらの条約の内容，目的，問題点などについてほ
とんど触れられていないのが実態である。このテーマを考えていく上でやはり
きちんとした内容の叙述が必要ではないかと考える。
特に，このテーマを考える上でアとイの核問題に対する対応には大きな違い
があることを生徒に理解させる必要があると考える。その点，今の教科書の叙
述では十分理解させえないのではないだろうか。
 ８社の教科書に関する内容の分析による総括的検証
核兵器の威力がどれだけ大きいものであるかについての叙述が極めて少な
い。原爆の人的，物的，社会的被害の叙述についてもほとんど提示されていな
い。僅かに「広島」，「長崎」に落とされた原爆による死者の数と「一都市が壊
滅的被害を受けた」ことと「死の灰をかぶって今日まで後遺症で苦しんでいる」
といった程度の叙述で，その叙述からは原爆の被害の凄絶さは生徒たちに伝
わってこないのではないか。
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我が国での原水爆禁止運動が一気に爆発的に燃えあがったのは，１９５４年３
月，アメリカの水素爆弾実験場である南太平洋のビキニ環礁での水爆実験であ
り，そこからはるか１１４kmもはなれた海域で操業中の第五福竜丸乗組員の被
爆という惨事である。広島・長崎の惨禍から１０年も経たないうちであったこ
とにもよる。
この原水爆禁止を要求する全国民的運動は燎原の火のごとく，急速に自発的
に，国民の総意として結集し，原水爆禁止に関する国際世論を確立すべく世界
に訴え，５５年８月，第１回原水爆禁止世界大会が広島で開催された。このよ
うな世界の反核運動への日本国民の統一した運動の登場は，ラッセル・アイン
シュタイン宣言をもたらし，その宣言を提唱した世界科学者会議はカナダのパ
グウォッシュで開かれ，世界の反核・平和運動に大きな役割を果たすことに
なった。
この後，世界的規模での反核運動の高揚と拡がりは時間的経緯と国境を越え
た横断的過程で地球的規模で進められた。
その中で世界的規模での反核運動として重要な役割を果たしたのは，
オランダのアムステルダムでの「アメリカの中性子爆弾製造」阻止の国際フォ
ーラムと５万人をこえる大デモンストレーションで第二次世界大戦後最大の平
和デモであった。１８）
１９７８年５，６月に第１回「国際連合軍縮特別総会」がニューヨークで開催
された。
以上挙げたこれら一連の核廃絶（核軍縮）への反核・平和運動が教科書でそ
れなりに取り上げられているのは R社だけであり，その他の教科書では僅か
で部分的な取り上げ方にとどまっており，反核・平和運動について生徒に強い
インパクトを与えるにいたっていないように思える。
核兵器廃絶（核軍縮）へ向けて，冷戦体制下での軍備管理の諸条約と冷戦
緩和後の核兵器削減での諸条約について各教科書で取り上げられているが，諸
条約の名称の羅列的な取り上げ方で，各条約がどのような内容のものであり，
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それがどのような役割を担っているのか，また，どのような意義があるのかと
いったことを考察するような内容構成になっていない。
「核兵器問題」については，学習指導要領地理歴史科の現代史で「国際協
調の意義と課題を考察させる」ことのできる主題として好材料であることが指
摘されているが，「主題学習」として取り上げているのは R社「核時代に生き
る」の１例だけである。８社の教科書で多かった主題を掲載すると，「国際対
立と国際協調（同趣旨を含む）」（６例），「科学技術の発達と現代文明（同趣旨
を含む）」（７例），「これからの世界と日本（同趣旨を含む）」（６例），「地球環
境問題（同趣旨を含む）」（３例），その他３例である。
核兵器出現の人類的意義，特に，危険性や地球存亡そのものに対する悪影
響や核兵器使用に対する罪悪性を追究する叙述が全体的に弱い。
我が国は世界の中で唯一の被爆国である。「核兵器問題」は生徒たちにた
だ単なる共感的認識を育むだけではなく，きちんとした科学的認識を培い，国
民一人ひとりが非核三原則「核兵器を持たず，作らず，持ち込ませず」の立場
に立って核廃絶（核軍縮）を目指す実践的認識にまで高めていくことが求めら
れてきている。このような目的を達成するためには私が次項で提案する「主題
学習」という学習方法による授業指導案を示すことで少しでもこの課題への責
務をまっとうすることになるかと考える次第である。
 主題学習「核兵器問題を考える」授業指導試案
１ 本題に入る前の作業
 本題に取り組む手順
本題は現代史を取り扱っている内容構成「地球世界の形成」の系統学習が
終了した後取り扱う
 授業展開手順概略
１学級４０名の生徒を６班（グループ）程度に分ける→教師が作成した単元
及び発問を生徒６班（グループ）に課す。その際，単元及び発問に係わる資料
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を渡す→生徒たちは各班（グループ）で手分けして資料を手がかりに調べ，
グループ内で話し合い，その発問を考察する。そして解答を導き出す→単元
及び発問の順序に則って発問についてまとめた内容を発表する→生徒間で発
表内容の質疑応答，教師が適宜補助的指導をする→最後に本題に係わる問題
について生徒間で話し合わせ，教師が助言して締めくくる
２ 本題で取り扱う単元及び発問と班（グループ）名，単元に取り組む人数（総
数４０名中），配当時間（総時間４時間中）
 核兵器とは－核兵器問題を考える基礎的知識→A班（グループ）１０名，１
時間
 冷戦体制下での核兵器開発競争の実態とその背景→B班（グループ）７
名，０．７時間
 深刻な核戦争突入の危機と回避→C班（グループ）６名，０．５時間
 核兵器廃絶（核軍縮）へ向けての平和運動などの国際世論の動向と国連の
核軍縮・不拡散への取り組み→D班（グループ）６名，０．５時間
 核兵器の軍備管理及び軍縮への取り組みとその背景→E班（グループ）５
名，０．３時間
 核兵器の核拡散防止と地域的な非核推進状況→F班（グループ）６名，０．５
時間
 総括する課題→生徒全員，０．５時間
ア．核兵器の廃絶は可能か，また，それを阻むものは何か。
イ．日本の果たすべき役割は何か。
のア，イについて生徒全体で考え，話し合い，論議を深め，教師が助言をし，
この問題について締めくくる。
３ 本題のねらいと効果
 本題は，核兵器が第２次世界大戦末期にアメリカが「広島」，「長崎」両市
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に原爆を投下し，両市を一瞬の内に壊滅させ，数十万人の死者と負傷者をだ
し，残留放射能の“死の灰”が地球上の造物に多くの被害をもたらした。こ
の「絶対兵器」ともいうべき核兵器が，第２次世界大戦後の米ソを中心とす
る東西二大陣営のもとでの「冷戦」体制下で，核兵器開発競争が野放しで進
み，核兵器の数量は最盛期の１９７０～８０年代には５～６万発という途方もな
い数におよび，その爆発力は，広島型爆弾の１００万倍にもなる。このような
威力のある性能の高い核兵器や運搬手段が次々と開発されていった。
このような脅威に満ちた恐怖の世界は，“キューバ危機”を契機として，
核兵器に関する軍備管理が行われ部分的核実験禁止条約，核拡散防止条約の
締結となっていった。冷戦緩和後には，米ソを中心に核軍縮が一層進められ
ていったが，これらの一連の核兵器に関する軍備管理や軍縮は平和運動など
の国際世論の影響も大きく左右している。
こういった核兵器問題に関する歴史の流れを，被爆国である我が国の２１
世紀を支える生徒たちが，共感的に，科学的にきちんと認識することによっ
て，今日のグローバルな国際社会に主体的に生きる地球市民的資質を培うこ
とを目指すものである。
 近年の日本を取り巻く安全保障環境の中で，北朝鮮がミサイル実験を行っ
たことに対する安全安心についての意識が高まってきている。昨年２００７年
６月２１日の「安全保障に関する市民意識調査」（株式会社三菱総合研究所主
催）が実施され，「防衛問題」や「武力攻撃事態」，「弾道ミサイル」，「大量
破壊兵器」等についてどのような意識を持っているかについて調査してい
る。１９）これらに対する日本国民の関心は極めて高いが，実際に武力攻撃を受
ける可能性は低くみており，それほど心配をしていないという楽観的結果が
でている。ただし弾道ミサイルや核兵器に対する脅威は強く意識しており，
その解決策としては外交努力に期待している。外交努力の成果をそれなりに
期待するためにも，国民一人ひとりのしっかりした核兵器問題に関する幅広
い知見が要求されるところである。
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 「主題学習」は主題である「核兵器問題」を一貫して多面的・多角的に内
容を掘り下げて取り扱う学習方法であることから，生徒たちに調べたり，考
えさせたりすることができるので，生徒たちが主体的に学ぼうとする意欲を
高めることができるといえる。
 「主題学習」の効果を高める方策として，生徒全体に教師が設定した単元
と発問を書いたプリントを事前に配付しておく。その際，発問の解答が記述
できるよう空欄をもうけておく。また，各班（グループ）が発表するとき，
生徒全体に理解を容易にするため，要約した内容のプリントを渡すなり，図
表，写真，レジュメのパネルなどを提示するよう工夫する。また，各班（グル
ープ）が当該の時間外にそれぞれが集まって発問，発表について話し合う際
には，教師がその中に加わって助言したり，質問，相談に応ずるようにする。
４ 本題の授業展開指導試案
単元 核兵器とは－核兵器問題を考える基礎的知識（１．０時間）
事前
作業
・教師が生徒 A
班（グループ）
に事前学習と
して課した小
単元の発問
ア～オを，系
統（通史）学
習で学んだ知
識と提示した
関係の資料を
手懸かりに調
べ，考え，話
し合い，解答
を導き出す
・教師が課した
発問に係る資
料
・生徒 A班（グループ）に到達させたい解答発表内容
発問 ア．核兵器（核
兵器運搬手段
を含む）には
どのようなも
のがあるのか
・スエーデン王
立科学アカデ
ミー編，高榎
堯訳『１９８５年
６月世界核戦
争が起ったら
－人類と地球
の運命－』岩
波書店，１９８３
年発刊「１世
界核戦争－そ
の兵器庫
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・核兵器は基本的に核分裂爆弾をいう。原子爆弾は，核分裂
を起こす重い元素のウラン，プルトニウム（原子爆弾にはウラ
ン２３５，プルトニウム２３９が使われてきた）が中性子を吸収して
核分裂を起こし，大量のエネルギーを放出し，持続的連鎖反応
で臨界超過状態となり爆発する。純粋な核分裂爆弾の場合，実
現できる最大爆発規模は臨界量で数十キロトン。水素爆弾は
核融合の過程で，核融合で軽い原子核が融合してより重い原子
核に変わる。核兵器では水素の重い同位元素－重水素や三重水
素が融合してヘリウムとなり，この反応でエネルギーが発生
し，中性子が放射される。水素爆弾は A爆弾の核分裂を引き
金として，超高温エネルギーで重水素と三重水素を核融合さ
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せ，核分裂（核爆発）させる。ソ連が１９６２年に爆発させた水素
（H）爆弾は TNT火薬にして５，８００万トン（５８メガトン）の威
力をもっていた。長崎爆弾の約３，０００個分に相当する。このよ
うな巨大爆弾は，１０メガトンの水素爆弾で最大の都市でも完全
に破壊される。
・核兵器の種類－戦略核兵器（爆発威力の大きい，射程の長い）
と戦域・戦術核兵器（爆発威力の小さい，射程の短い）ものに
区別される。（必ずしも一律に区別できない場合もある）
戦略核兵器（敵本国を直接攻撃できる核兵器で運搬手段で区分
する）
・ICBM（大陸間弾道ミサイル）－米ソ約１１，０００km射程
・SLBM（潜水艦発射弾道ミサイル）－新型で７，０００km射程
・戦略爆撃機－米ソ航続距離１２，０００km
・現在（１９８３年）米国１，６２８基弾道ミサイル
ソ連２，３４８基弾道ミサイル
戦域・戦術核兵器（射程や航続距離の短い，敵本土以外の目標
を攻撃するための核兵器）
・戦域核兵器－中距離弾道ミサイル（IRBM），準中距離弾道ミ
サイル（MRBM），中距離爆撃機
・戦術核兵器（さらに短い射程のミサイル（SRBM）），戦闘爆撃
機搭載の核爆弾，空対地・空対空・地対空の各種ミサイル，各
種の原子砲弾，地対雷，核魚雷，潜水艦発射巡航ミサイル，対
潜ロケット
・米国の戦術核兵器は西欧，アジア，アメリカ国内，大西洋艦
隊，太平洋艦隊に展開
・ソ連は東欧，ソ連西部，ウラルの東に配備
発問 イ．核兵器はど
のように進化
していったの
か
・前掲
P．５～１２
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・弾道ミサイル誘導技術の改良による命中精度高まる。
・米ソの ICBMや SLBMの CEP（半数必中半径）の改善，例
えば，アメリカではミニットマンICBMの NS２０誘導装置の
コンピューター
・陸上基地 ICBMの戦力の質的向上でアメリカがソ連との抗
戦力の能力を高めている。
・MXミサイルの ICBMは弾頭に端末誘導装置を取りつけて誘
導すると CEPが約１０mとなる。
・長期的戦略政策について１９８１年１０月のレーガン大統領の戦略
核兵力近代化計画で戦略爆撃機や SLBMの近代化が強調され
た。
・ソ連の ICBMの恐るべき点は SS１８，ソ連で RS２０と呼ばれて
いるミサイルの命中率の高精度，爆発力の威力の強さにある。
・戦略核潜水艦や搭載される弾道ミサイルの質も改善
・アメリカ１９８１年トライデント潜水艦の“オハイオ”は実戦
化，８０年代少なくとも８隻は実戦化。
・トライデント潜水艦は１万８，７００トンの水中排水量をもち，
大きさはポラリス，ポセイドン潜水艦（８，３００トン）の２倍も
ある。
・トライデント潜水艦は，２４基の SLBMを搭載する。
・トライデントSLBMは最大射程７，４００km，各１００キロトン
の８弾頭MIRVを装備するよう設計している。
・前のポセイドン SLBMは各４０キロトンの１４弾頭のMIRVを
運搬できたが，最大射程は４，６００kmに過ぎなかった。
・射程が長くなるのでトライデント潜水艦は従来の数倍も広い
海域で行動し，かつ目標を射程内に置ける。
・トライデントは固体燃料の二段式ロケットで天測を併用し
た慣性誘導装置を使って飛行コースを修正する。
・飛行途中での軌道修正技術開発，実用化，ミサイル潜水艦自
体の航行精度の向上で SLBMの命中精度高まる。
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・ソ連の最新 SLBMは，射程７，４００kmの SSN１８。SSN１８は，
各２００キロトンの３弾頭MIRVをもっている。これまで２５６基
実戦化。最新の戦略核潜水艦１６隻のデルタ級潜水艦に１６基ず
つ分散搭載，他に射程８，０００kmで１メガトン単弾頭の SSM８，
合わせて２８０基がデルタ潜水艦に搭載されている。
・ソ連はタイフーンと呼ばれる新型弾道ミサイル潜水艦を開発
中。
・アメリカではレーガン大統領が BIB戦略爆撃機の開発，生
産再開，１９８８～８９年 BIBを９０機実戦化する。
・ステルスと呼ばれる爆撃機開発，レーダー波の防空網突破。
発問 ウ．核兵器の威
力と被害（爆
発時とその後
の被害）はど
のようなのか
「広 島」，「長
崎」の場合
・前掲
「２核兵器使
用の結末
F・バーナビ
ー，J・ロ ー
トブラット
著」
P．１６～３２
〔発表〕２２）
・「広島」と「長崎」に投下された核兵器の威力と被害
・「広島」は，１９４５年８月６日午前８時１５分投下，市の中心部
（県産業奨励館）上空５１０mのところで爆発，爆発力は TNT火
薬にして１２キロトン（１２，０００トン）とされている。
・「長崎」は，１９４５年８月９日午前１１時２分投下，市の上空５００
mのところで爆発，威力は２２キロトンとされている。
・死亡者の数
・死亡者の数は立地条件，人口集中状況により大きく変わる。
ゼロ地点から距離により死亡率が変わる。爆弾が爆発したとき
ゼロ地点から５００m以内の人は殆ど全員死亡，２km以内は約
６０％が死亡した。
・広島市内推定約３５万人で，１９４５年末までに１４万人（人口の
４０％）死亡推定
・長崎市内推定約２８万人で，１９４５年末までに７万４，０００人（人
口の２６％）死亡推定。しかし，その後に死亡した長崎原爆の犠
牲者数不明。「リトル・ボーイ」と「ファットマン」による死
者数は合わせて２５万人を大きく上回ると思われる。
・爆発
・広島では１３平方 km，長崎では７平方 kmの地域が爆風によっ
て瓦礫の山と化し，続く火災によって灰じんに帰す。原爆爆発
時のエネルギーの約半分は爆風となった。爆風の前線は衝撃波
で広がり約１１キロ光に達した。そのあとハリケーンのような
強い風が巻き起こった。
・広島ではゼロ地点から２km以内の全ての建物が爆風によっ
て破壊。ゼロ地点から約１．３km以内は爆風によって死傷者が
多く出た。
・火災
・爆弾の全エネルギーの約３分の１は熱線となった。核爆弾で
できた火球の温度は瞬間時，太陽内部セ氏数百万度と同じ水準
に達し表面温度はセ氏約５，０００度まで低下。
・広島の場合－ゼロ地点から５００mの距離で最初の３秒間に受
けた熱線の量は，晴れた日の太陽のそれの６００倍に達した。３km
離れたところでも太陽のそれの約４０倍に達した。
・長崎の場合－熱線はさらに強く，広島の場合の２倍となって
いる。熱線の量はゼロ地点から４km離れたところでも露出し
た人間の皮膚に熱傷を負わせた。
・熱線の後，旋風をともなう火事嵐が広島・長崎をなめつくし
た。ゼロ地点から２km以内，広島は燃えるものはすべて燃えた。
・両市に舞い上がった熱い灰が水分とまじり放射能を帯びた
「黒い雨」となって激しく降った。
・広島は約７万６，０００戸の建物があり３分の２が全壊全焼した。
・長崎は約５万１，０００戸の建物があり４分の１が全壊全焼した。
・電離放射線
・爆弾のエネルギーの約１５％が電離放射線となり，その約３分
の１が初期放射線で爆発から１分以内で放射され，残りは残留
放射線（放射性物質・降下物）である。広島の場合初期放射線
歴 史 教 育 論 攷  ５３
数万ラド，長崎は広島の数倍多かった。
・人間は全射被爆で約４５０ラド（空中線量）の放射線を浴びる
と半数が１カ月程度で死亡する。全身線量７００ラド以上浴びる
と全ての人々がもっと早く死ぬ。長崎では約１km以内の戸口
にいた人々は１，０００ラド以上の放射線を浴びている。
・大量の放射線を浴びると，最初吐き気，嘔吐，続いて吐血し，
高熱をだし，激しい下痢を起こし，腸から大量の血をみ，普通
１０日ほどで死亡する。
・後遺障害
・広島・長崎の生存者は，１９４５年までもなお生きている人々
は健康そうに見えたが，その後様々な症状があらわれ，眼の障
害，白血病，悪性腫瘍のような長期的影響がみられる。
現在保有して
いる米ソの核
兵器数の半分
程度で核戦争
が起きた場合
を仮想して設
定した核戦争
の威力と被害
について
・前掲
「３基準シナ
リオ－核戦争
はいかに戦わ
れるか『アン
ビオ』諮問グ
ループ著」
P．３３～５４
〔発表〕２３）
・［参考］・アメリカは１９８５年，合わせて約１２，８４０個の戦略核弾頭
数，総爆発力は約３，５１０メガトン。
・ソ連は約１１，３１０個の戦略核弾頭数，総爆発力は約４，１４０メガト
ン。
・米ソの戦術核兵器庫には約２，２００メガトンの核弾頭があり，総
数は３５，０００個，双方の戦略，戦術核兵器の総爆発力は，約１２，８００
メガトン。双方の核兵器庫は過剰殺戮（オーバー・キル）の状
態にある。
〔世界戦争想定のシナリオ〕では，弾頭のうち１４，７３７個を目標に
定め，総メガトン数は１９８５年の総数の半分以下，爆発力約５，７５０
メガトン
・〔シナリオ〕
・地球的規模の核戦争を１９８５年６月初め，ニューヨーク時間午前
１１時，モスクワ時間午後６時と想定，地域は世界各地域の都市
がメガトン級の弾道ミサイル攻撃を受ける。
・戦略核弾頭数は４，９７０個，１，９４１メガトン，このうち４，８４５個が
北半球の都市。その他の南北両半球の重要産業地，空港，港湾
等，海峡封鎖等９，７７７個，３，８０１メガトン，以上合計総数１４，７４７
個，総爆発威力約５，７４２メガトン
・目標は都市，軍事，経済の３種類を想定している。
・前掲
「４疫学的に
みた核戦争－
その未来は病
気と死
H・ミドルト
ン著」
P．４５～５４
〔発表〕２４）
・基準シナリオでは人口１０万人以上の都市を合わせて約１２億
９，０００万人が攻撃され，その約７億５，０００万人が即死し，約３億
４，０００万人が重傷を負う。当初の「生存者」２億人のうちの多
くが放射線の潜在的影響や伝染病などで死亡する。また膨大な
数の負傷者の救護問題が戦後復興の努力を妨げる。
・被爆直後，致死的被爆の脅威をもたらす放射性降下物が降り，
これをかぶると医学的には胃腸管系の損傷による嘔吐，下痢，
倦怠感等で，また長期的にはコレラ，結核，赤痢などで死亡す
る。
・核爆弾は，爆風，熱線，電離放射線によって人間を殺傷するが，
特に放射性降下物からの放射線の影響は数量化しにくいが，
人々の健康にきわめて重大な脅威を及ぼし，恐らく北半球にお
ける人間の生存そのものをさえ，危険にさらす。
・前掲
「５世界核戦
争の放射能と
人間
J・E・コグル
R・J・リ ン
ドップ著」
P．５５～６７
〔発表〕２５）
・致死放射線症候群として，放射線症，骨髄死，中枢神経死，胃
腸死によって６～８週間以内に死亡する。
・その他の短期的影響として，皮膚，肺，生殖線，眼などの組織
に損傷を受ける。
・長期的影響としては，白内障の誘発，ガンの誘発，遺伝的影響
等がある。
・最も控え目に見積もっても，核戦争に生き残った人々のうち，
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５４０万人ないし１，２８０万人が致死的ガンに冒される。１，７００万人
ないし３，１００万人が生殖機能を失い，その後１００年の間に６４０万
人ないし１，６３０万人の子供が遺伝的欠陥をもって生まれてく
る。
・前掲
「６核戦争後
の大気－昼な
お暗く
P・J・クルッ
ツェン
J・W・バ ー
クス著」
P．６８～８７
〔発表〕２６）
・核戦争の結果，西欧の広大な森林が煙の中に消え，すさまじい
火災は，都市や工業地帯で数週間続き，耕地を襲い，貯蔵化石
燃料を焼失させる。この煙によって太陽光線をさえぎり，数週
間の暗やみが続き，北半球の農作物への被害をもたらす。
・核戦争により成層圏内のオゾン遮蔽層が減り，有害な紫外線が
増える。
・森林火災からのガスと微粒子の放出によって光化学スモッグが
増える。
・天然ガス，石油，都市の火災でも微粒子の放出により大量の窒
素や NO２が排出される。
・前掲
「７世界の淡
水供給
K・G・ウェッ
ツェル著」
P．８８～９６
〔発表〕２７）
・核戦争で発生する核分裂生成物は世界の淡水源を広範囲に汚染
し，多数の生存者に飲料水の汚染を吸飲させたり，放射能雨に
さらして死傷する。また遺伝的傷害を受けたりする。
・前掲
「９農業への
影響
E・A・ボ ン
ディエッティ
著」
P．１０９～１２７
〔発表〕２８）
・世界の農業に様々な影響をもたらす。
・北半球での食物中の放射性核種の増加
・機械農業の基礎となっている産業下部構造の破壊
・害虫防除や作物栽培，その他の生産管理技術の喪失による収穫
の減少
・汚染された農作物を人間が摂取することにより，何百万もの
人々が栄養不足や病気，持続的放射線被爆で死亡に至る。
・前掲
「１４『アンビ
オ』の結論『ア
ンビオ』諮問
グループ著」
P．１４８～１６９
〔発表〕２９）
・核戦争の破滅的な結末は，この種の戦争に勝者はありえないこ
とをはっきり示している。
・地球上のいかなる国も被害を免れることはできない。
・北半球の工業社会は完全に破壊され，何億人もの人々が即死す
るか，あるいは放射線の長期的影響で死亡する。
・最終的には北半球や第三世界諸国でそれ以上の数の人々が社会
の崩壊，国際的な食料，肥料，燃料貿易，経済援助の中断で死
に絶える。人類が依存している環境も大規模な被害を受けるだ
ろう。
・いずれにしても，私たちが今日知っているような社会はほぼ確
実に存在しなくなるだろうと結論づけている。
歴 史 教 育 論 攷  ５５
発問 エ．核兵器国と
核保有状況の
実態はどうか
・黒沢満著『核
軍縮と国際平
和』有斐閣「表
１－１」P．２
～３より選ん
で抜粋
〔発表〕３０）
世界の核兵器数の動向
西暦 米国 ソ連／ロ 英国 フランス 中国 総数
１９４５ ６ ６
１９５０ ３６９ ５ ３７４
１９５５ ３，０５４ ２００ １０ ３，２６４
１９６４ ３０，４００ ５，２２１ ３１０ ４ １ ３５，９３６
１９６６ ３１，３２３ ７，０８９ ２７０ ３６ ２０ ３８，７３８
１９７０ ２５，７４２ １１，６４３ ２８０ ３６ ７５ ３７，７７６
１９７８ ２３，８６６ ２５，３９３ ３５０ ２３５ ２００ ５０，０６４
１９８５ ２２，９４１ ３９，１９７ ３００ ３６０ ４２５ ６３，２２３
１９８６ ２２，９９５ ４０，７２３ ３００ ３５５ ４２５ ６４，７９８
１９９０ ２０，６８４ ３３，５１５ ３００ ５０５ ４３５ ５５，４３９
１９９２ １３，２５９ ２６，２５６ ２００ ５４０ ４３５ ４０，６９０
１９９５ １１，２２６ １５，６１５ ３００ ４８５ ４２５ ２８，０５１
１９９８ ８，２２６ ９，９７２ １９２ ４５０ ４００ １９，２４０
※出所；The Bulletin of the Atomic Scientists, Nov/Dec１９９７
・核兵器国と国際的に認められたのは１９６８年の核不拡散条約
（NPT）においてである。１９６８年７月に署名され，１９７０年３月に
発効されたもので，米国，ソ連／ロ，英国，フランス，中国の
５国を核兵器国として認め，核兵器の保有のみならず，一層の
開発も許容する一方で，非核兵器に対しては，核兵器の製造や
取得など一切の活動を禁止し，新たな核兵器保有国の出現を防
止することを目的とする。
・前掲
「表１－３
５核兵器国の
核戦力開発競
争」
P．８
〔発表〕３１）
核兵器国の核戦力開発競争開始年
米国 ソ連／ロ 英国 フランス 中国
原子爆弾 １９４５年７月１９４９年８月１９５２年１０月１９６０年２月１９６４年１０月
水素爆弾 １９５２年１０月１９５５年１１月１９５８年４月１９６８年８月１９６７年６月
原子力潜水艦１９５５年１月１９５８年８月 １９６３年 １９７１年１月 １９７４年
ICBM １９５９年１０月 １９６０年 － － １９８１年８月
SLBM １９６０年１１月 １９６８年 １９６８年６月１９７２年１月 １９８６年
MIRV １９７０年８月 １９７４年 １９９４年／９５年１９８５年４月 －
※出所；The Bulletin of the Atomic Scientists, May１９９３
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発問 オ．核実験の状
況はどのよう
になっている
のか
・小川伸一著
『核 軍 備 管
理・軍縮のゆ
くえ』芦書房
「１核実験の
制限及び禁止
条約，表２－
１核実験の回
数」
〔発表〕３２）
表２－１核実験の回数…P．４１
米国 ソ連／ロ 英国 フランス 中国
合計A U A U A U A U A U
１９４５～５０ ６ １ ７
１９５１～５５ ５９ ２ ２２ ３ ８６
１９５６～６０ １０７ ２０ ６１ １８ ３ ２０９
１９６１～６３ ４３ １０５（５）１２３ ２ ２ １ ５
２８１
（５）
１９６４～６５ ７６（７）
２０
（４） ３ ７ ２
１０８
（１１）
１９６６～７０ ２１８（１３）
７１
（１４） ２１ ８ １
３１９
（２７）
１９７１～７５ １１７（２）
７９
（２６） １ ２０ ２ ５ １
２２５
（２８）
１９７６～８０ ８８ １０２（２８） ７ ４２ ８ ２
２４９
（２８）
１９８１～８５ ８７ ７５（３６） ６ ４６ ５
２１９
（３６）
１９８６～９０ ６２ ４３（８） ４ ３８ ４
１５１
（８）
１９９１～９２ １３ ０ １ ６ ２ ２２
１９９３～９６ ０ ０ ０ ６ ７ １３
計 ２１５ ８１５ ２０７ ５０８ ２１ ２４ ４５ １５２ ２３ ２２２，０３２
〔A〕は大気圏内核実験，〔U〕は地下核実験，（ ）は平和目的核
爆発外数
・米国が核兵器に関して圧倒的優勢を誇っていたが１９５０年代後
半からソ連がじわじわと劣勢ながら開発・実験をくりかえし，
相互確認破壊能力を取得するようになり，無制限で無秩序な核
軍拡競争が進められた。
・当時核実験の大部分は，多量の放射性降下物を大気圏内に放出
する大気圏内核実験であったため，人体の健康や生活環境に悪
影響をもたらすことなど，不安と脅威が高まり，規制を訴える
国際的世論が巻き起こった。
・特に，１９５４年３月に米国が南太平洋のビキニ環礁で行った水爆
実験が付近を航行中の日本の漁船「第五福竜丸」やビキニ環礁
近在の住民が多量の放射性降下物を浴び大きな被害を受けた。
・国際世論の核実験全面禁止を求める声を受けて，１９５５年５月国
連軍縮委員会は５カ国の核実験の全面禁止交渉を開始したが，
米英とソ連との間で禁止内容，査察・検証等をめぐって対立
し，条約成立には至らなかった。
・アメリカのケネディ政権下において，１９６２年ソ連がキューバに
ミサイル基地を建設していったため，アメリカはキューバの海
上封鎖を行い，一時両国は核戦争突入の危機がせまったが，ア
メリカのキューバへの不介入とひきかえにソ連がミサイルを撤
去したためキューバ危機はおさまった。この事件は，米ソ両政
府の歩みよりの必要性を痛感させるものであった。
このキューバ危機の収拾直後，国連総会決議で早期交渉により
成立することを求め，６３年両者双方ともに歩みより，同年８月
５日，米英ソ３国による，地下核実験を除く，大気圏内外，宇
宙空間及び水中における核実験を禁止する部分的核実験禁止条
約（LTBT）が署名され，１０月１０日発行された。
・従って，米英ソ３国はそれ以後の核実験は地下に移し行ってい
る。なお，フランス，中国はこの条約に加入しておらず，この
条約に関係なく大気圏内でも実験を行っており，国際世論の批
難を浴びた。
・地下に移した米ソの核実験の開発競争は，表の数字を見ても明
らかなように，冷戦下においては，この条約を結んだことによ
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り核軍拡競争を抑制に向かわすものとはならなかった。
・核実験の包括的禁止への動きは，冷戦終結後，米・ソ／ロ間で
の戦略兵器の削減と並行して行われ，１９９６年に包括的核実験禁
止条約（CTBT）が署名された。この条約が発効されるには５
核兵器国，インド，イスラエル，パキスタン，北朝鮮を含む指
定４４カ国の批准が必要である。
質疑
応答
A班（グループ）の発問解答発表に対して他の生徒がそれらについて質疑し，A班
（グループ）が応答する。臨機応変に教師が補助的に指導する。
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単元 冷戦体制下での核兵器開発競争の実態とその背景（０．７時間）
事前
作業
・教師が生徒 B
班（グループ）
に事前学習と
して課した小
単元の発問
ア～ウを系統
（通史）学習
で学んだ知識
と提示した関
係の資料を手
懸かりに調
べ，考え，話
し合い，解答
を導き出す
・教師が課した
発問に係る資
料
・生徒 B班（グループ）に到達させたい解答発表内容
発問 ア．冷 戦 前 期
（１９５０年代ま
で）はどのよ
うであったの
か。その背景
も一緒に考え
てみよう
・梅本哲也著
『核兵器と国
際政治－１９４５
～１９９５』日本
国際問題研究
所，１９９６発刊
「第２章冷戦
前期の核政
策」
P．５３～５５
〔発表〕３３）
・ソ連の核保有を受けてトルーマン政権は核
軍備の対ソ優位のため１９５０年１月水素爆弾
（熱核兵器）の開発に着手，１９５２年半ばまで
に核生産拡大原爆は８００発，その後も増産，
５２年１１月水爆実験挙行，それと並行して戦術
核の開発も行う。
１９５３年１月アイゼンハワー政権登場，ダレス
国務長官が核戦力の発動を仄めかす。
・アイゼンハワー政権の「大量報復戦略」，こ
れはソ連の挑発に対して，ソ連本土への大規
模な核攻撃をもって応答する意思をあらかじ
め示しておくことで挑発を抑制しようとす
る。
・ソ連は１９５３年８月「一種の熱核爆弾」の実験
を実施。
・アイゼンハワー政権の核戦力の運用は，爆撃
機戦力による先制攻撃を通じてソ連の核戦力
を制圧し，都市部の標的を破壊する。
・欧州における「拡大抑止」のため，同盟国へ
の核兵器の配備を図り，ソ連を「封じ込める」
政策をとる。
・英国１９５２年１０月原爆実験実施する。
・１９５３年１０月核砲弾の導入，在欧米軍への戦
域核戦力の配備を進める。
・米国は，１９５３年１２月核拡散防止と平和のため
の原子力構想
・その背景（歴
史事件）
・１９５０年６月朝
鮮戦争勃発
・１９５１年７月休
戦会談開かれ
る。
・１９５３休戦協定
・１９５１年 NATO
の成立
・１９５５年西独の
再 軍 備，
NATO加盟
・１９５３年国際原
子 力 機 関
（IAEA）の創設
・前掲
P．５８～５９
〔発表〕３４）
・１９５０年代半ば過ぎまでにはソ連は米国本土
に対する現実的な核攻撃の能力をようやく獲
得しつつあった。５５～５６年長距離爆撃機ベ
ア・バイソンを配備，５５年１１月本格的水爆実
験が挙行された。
・１９５３年３月ソ連スターリンが死去し，ソ連の
戦争観も変化してきた。
・１９５６年２月フルシチョフ「西側」との「平和
共存」が提唱された。
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・ソ連核軍備の発達に画期をなしたのは，１９５７
年１０月人工衛星スプートニクの打ち上げ成
功。同年８月大陸間弾道ミサイル開発で，ソ
連が米国に先行したことでアメリカは大きな
ショック（スプートニク・ショック）を受け
た。
・ソ連の核戦力の増大で，アイゼンハワー政権
は防衛体系の整備に本腰を入れる。
米国の爆撃機戦力は１９５５年開始の B５２長距離
爆撃機の配備によって一段と強化され，「爆
撃機ギャップ」に対する反論を行った。
・アイゼンハワー政権は「ミサイル・ギャップ」
（弾道ミサイル戦力における対ソ劣位）を否
定する一方，弾道ミサイル開発を加速し，
１９５９年にアトラス ICBM，６０年に潜水艦発
射弾道ミサイル（SLBM）ポラリスを搭載し
た弾道ミサイル搭載原子力潜水艦（SSBN）の
実戦配備をする。
・戦略核以外の核戦力をも含めた弾頭保有量は
５３年の１，０００発台が，５７年に５，０００発台を，
６０年には１万８，０００発台以上を数えるに至っ
た。
・１９５７年ソ連人
工衛星スプー
トニク打ち上
げ
・１９５４年４月イ
ンドシナ戦争
でフランス窮
地に陥る
・フランス軍救
出のため米国
は原爆の使用
を考慮するこ
とを北京に知
らせ，中国の
介入を抑止し
ようとした。
・前掲
P．６１～６６
〔発表〕３５）
５０年代後半にはソ連も折々核威嚇を発して
「西側」牽制を行った。
・１９５６年１１月ソ連が曖昧ながら英仏に対する核
攻撃に言及したのに対し，ワシントンは米国
の報復は必至と警告する。
・１９５８年８月，米国の戦術核の暗示に対し，
ソ連も米国が中国を攻撃した場合，核兵器で
中国を支援すると約束する。
・ソ連の西ベルリン占領国（米英仏）の権利
奪表明に対し，アイゼンハワー発言は全面核
戦争を想定していることを示唆し，ソ連は３
月に撤回し，危機は鎮静化された。
・１９５６年１１月ス
エズ動乱
・１９５８年８月第
二次台湾海峡
危機
・１９５８年１１月第
二次ベルリン
危機
発問 イ．冷 戦 後 期
（１９６０年 代～
８０年代中頃）
はどのようで
あったのか，
その背景も一
緒に考えてみ
よう
・アメリカケネディ政権（１９６１年１月成立～
６３年１１月）は，「柔軟反応戦略」をとり，い
かなる挑発にも挑発の程度に見合う水準の軍
事力を機動的に発動しうる態勢を整えるとし
た。
・１９６３年１１月ジョンソン政権はその路線を引き
継ぐ。
・１９６０年代半ばから米国は「確証破壊」戦略に
傾斜していった。「確証破壊」とは，敵から
いかなる形の先制攻撃を受けた場合も報復攻
撃によって敵に「耐え難い」損害を確実に与
える能力をいい，そうした能力の保持によ
り，ソ連の先制攻撃を抑止することを主眼と
した。この能力戦略は戦力態勢の形成に，戦
略増強に一定の量的基準を示すことを目途と
して打ち出された。
・米国は核優位維持を前提として，弾道ミサイ
ルを主体とする戦力態勢の大幅拡張を図って
いった。戦略核以外の核兵器を含めた核弾頭
の保有量は６０年代の中葉から後期にかけて
・１９６２年１０月キ
ューバ危機
６０ 松山大学論集 第２０巻 第１号
３万発を超えた。
しかし，１９６０年代後半には，遅れていたソ連
戦略核の展開もようやく本格化し，６６年以降
ICBM配備基数が急速に増大し，６０年代末ま
でには米国のそれと肩を並べ，ほどなく追い
抜くことが見込まれるようになった。
・米ソ間の核戦争を防止する観点からは，米ソ
が互いを破壊する能力こそが，双方に「戦略
核戦争を避けようとする現実に可能なもっと
も強い動機を与える」という。そうした生起
しにくい状態の「戦略的安定」の概念が生ま
れ，「相互確証破壊」状況の保全を求めた。
・前掲
P．７１
〔発表〕３６）
・１９５０年代末に約２，５００発であった戦域核の弾
頭数は１９６０年代半ば過ぎ約７，０００発に増加し
た。
・ケネディ政権からジョンソン政権初期にかけ
て米国による核運用参与の推進は多角的核戦
力（MLF）構想を中心に展開した。これは
ポラリス８基を積載した水上艦艇２５隻を米国
及び同盟国が共有し，NATO指揮下，多国籍
乗組員によって共同で運用するというもの。
・前掲
P．７８
〔発表〕３７）
・１９６３年６月，首脳間直通テレタイプ回線（ホッ
トライン）の設置が合意された。
・アメリカは６２年までに３００回，ソ連も２０９回核
実験を実施している。（英国２３回，フランス
６回）
・１９６３年８月
部分的核実験
禁止条約調印
同年１０月発効
・前掲
P．１０１～１０３
〔発表〕３８）
１９６０年代後半から７０年代末期に至るまで「戦
略的安定」の正統的解釈の考えが広汎な支持
を集めていた。
・地下核実験は大気圏内の実験よりも多額の費
用と高度の技術を要するため，核武装を企て
る国にとっては克服すべき課題が多々あった。
・核保有を達して間もないフランスはこの条約
に参加せず，折から核開発を進めていた中国
も加入を拒絶した。
・「戦略的安定」の正統的解釈は，「危機にお
ける安定」は米ソ間における「相互確証破壊」
状況の存続が条件であり，「軍備競争に係る
安定」も「相互確証破壊」状況の定着によっ
て促進されるとしている。このことは「確証
破壊」能力の保全に必要な以上の戦略戦力を
保有しても実際意味がない。双方余分の戦力
を抑制しようとする力が働くということにな
るとの考えに至る。
・前掲
P．１０７～１１２
〔発表〕３９）
・１９７０年代中葉以降「戦略的安定」の正統的
解釈の修正として，それが潜む弱点が表面化
したことによる。
・戦略核「均等」が定着する中で，ソ連は「確
証破壊」能力をますます鞏固なものにし，さ
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らに対兵力打撃の能力を着々と増大し，ソ連
の SS２０の配備等によって戦域核戦力比で西
側の方が悪化，「拡大抑止」が深刻な動揺を
見せる。
・１９７０年代までに ICBMの基数で米国を追い
抜いていたソ連は７５年までに SLBM基数で
も米国を上回る。
・これに対し，爆撃戦力では米国の優位が続い
ていたほか，戦略核弾頭総数でも米国はまだ
ソ連の追随を許さなかった。
・米国で７０年代以来 ICBMの，７１年以来 SLBM
の複数個別誘導弾頭（MIRV）化が進められ
ていた。ソ連も７５年には ICBMの，７８年に
は SLBMのMIRVに着手し，それ以後核弾
頭総数は急速に増加した。
・ソ連の対兵力打撃能力の増強は，対潜，防空
能力の改善や民間防衛の推進と相俟って，ソ
連の戦略観が，「相互確証破壊」状況の存続
を前提とする米国に対し，ソ連は，核戦争遂
行可能，勝利可能と見なしている疑いがある
とみなす米国側の不信が強まった。
・カーター政権下でも，ソ連勝利可能を最小の
ものにするため，米国は「相互確証破壊」状
況存続を前提として「相殺」戦略を進めよう
とした。
・１９８０年７月大統領指令（PD）５９により，
戦略核の運用策も「相殺」戦略を体系化した
ものとなった。
・１９７９年１２月に突発したソ連のアフガニスタン
侵攻等を契機に米ソ間の緊張が一気に激化
し，核戦争の気配を生起した。対ソ関係は冷
却した。
・１９７９年ソ連の
アフガニスタ
ン侵攻
・前掲
P．１１９～１２０
〔発表〕４０）
・１９８０年代，レーガン米大統領政権になると，
戦略防衛構想（SDI）が提唱された（１９８３年
３月）。SDIとは，先端技術を応用した防御
体系の多層配置を特徴とする弾道ミサイル防
衛の研究計画である。これは，核戦争遂行，
損害限定，勝利能力の達成を可能にする。そ
れは，ソ連が先制攻撃を行ったとしても戦局
に決定的影響を与えるものではなくなり先制
攻撃の誘因は縮小され，そのため攻撃兵器の
効用は低下し，軍備増強の誘因も抑制される
というものである。
・前掲
P．１２３～１２５
〔発表〕４１）
・アメリカの能力態勢の構築に関して，限定的な
戦略核攻撃の能力向上が積極的に推進された。
・一方では，防衛体系中心の戦力態勢への米ソ
共同「移行」も唱えられ，双方の戦略核全般の
大胆な削減が打ち出され，弾頭総数を何割も
減少させる旨の合意に結びつく。大幅な核軍
備の縮減は「最小限抑止」論や一部の戦略防衛
推進論の主張と方向で一致するものである。
・戦略環境の変化により，１９８０年代後半，米ソ
関係は好転し，ゴルバチョフソ連書記長以後
戦略的改変が進行した。それは，経済停滞が
・１９８９年ソ連ア
フガニスタン
から撤退
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深刻な度を加えてきており，軍事費の大幅な
削減を求められていたことも起因していた。
発問 ウ．冷戦緩和後
（１９８９年以後）
の核兵器はど
のような取り
扱いがなされ
たのか，また，
その背景も一
緒に考えてみ
よう
・前掲
P．１８８～１９４
〔発表〕４２）
冷戦が終息すると戦略核軍備管理を評価する
規準としての「戦略的安定」，「危機における
安定」は，その重要性が後退した。
・１９９２年２月，米国・ロシアが「キャンプデー
ビッド宣言」を行い，「互いを仮想敵国と見
なさない」との考えを表明し，一応は友好国
となった。
・これからは，核保有国による核軍備競争が自
制されることとなり，そのことが非核保有国
の核武装を断念さす代償として位置付けられ
てきた。
・米ロ両国が「多元的安全保障共同体」を構成
するまでの緊密化を目指すまで戦略核軍備管
理が必要であろう。
・戦略核軍備管理が米・ロで一層の削減を求め
られ，核分裂物質の処理に関する制度の確立
への取り組みも必要である。
・STARTでのMIRV化 ICBMの全廃がロシ
アの戦略戦力や運用計画の要を削ぐことと見
られることからロシアの抵抗が強い。これを
進めるためには何らかの対応が求められると
ころである。
・引き続き配備される戦略核について偶発的核
戦争の危険を低減させる目的の「運用面の軍
備管理」が追求される。
１９９１年秋にワシントン，モスクワとも重爆
撃機の警戒態勢解除を宣言し，９４年春には
弾道ミサイルの「非照準化」が実現。
・クリントン政権による「核態勢見直し」の結
果，１９９７年までに SLBMを含め，米国のす
べての核兵器に発射安全装置（PAL）が組み
込まれる。
・戦略核戦力を将来的にどこまで，どのように
縮小することが可能か，妥当であるかの検討
促進が必要。
・米・ロが一層の戦略核削減に取り組むために
は，英国，フランスおよび中国をも軍備管理
の枠内に引き込む必要がある。
・英仏中の配備核戦力の総体は各数百発という
水準であるが，今までの米ロの軍備管理の軍
縮の過程の枠外にあり，英国は戦力態勢の縮
減を図りつつも，核の性能，技術の高い兵器
に転換しつつあり，フランスも核戦力は年々
拡充されつつあり，中国も，弾頭の小型化，
MIRV化を通じて，SLBM戦力の強化や，移
動式 ICBMの開発を進めようとしている。
・１９８９米ソ首脳
マルタ会談，
冷戦終結声明
・１９９１年ソ連削
滅
・１９９１年７月
戦略兵器削減
交渉（START
）米国・ロ
シア間で署名
その後発効
・１９９３年１月
START
米・ロ間で署
名。発効はロ
シアの未批准
で実施されず
質疑
応答
B班（グループ）の発問解答発表に対して，他の生徒がそれらについて質疑し，B
班（グループ）が応答する。臨機応変に教師が補助的に指導する。
歴 史 教 育 論 攷  ６３
単元 深刻な核戦争突入の危機と回避（０．５時間）
事前
作業
・教師が生徒
C班（グル
ープ）に事
前学習とし
て課した小
単元の発
問 ア～イ
を，系統（通
史）学習で
学んだ知識
と提示した
関係の資料
を手懸かり
に調べ，考
え，話し合
い，解答を
導き出す
・教師が課し
た発問に係
る資料
生徒 C班（グループ）に到達させたい解答発表内容
発問 ア．米国の核
問題専門誌
「原子科学
者月報」の
表紙の「運
命の時計」
に表示の危
機緊張の核
問題尺度の
各々出来事
は何をさし
て い る の
か，そして
その背景と
結果をも合
わせて調べ
考えてみよ
う
・米国の核問
題専門誌の
表紙の「運
命の時計」
を表示して
い る 資 料
は，「世 界
史 B」の教
科 書 R社
の「終章２１
世紀の課題
の核の時
代 に 生 き
る」P．２４４
「世界終末
時計」
・黒 沢 満 著
『核軍縮と
国際平和』
有斐閣「表
１－２『運
命 の 時
計』」の P．５
を参照
〔発表〕４３）
出来事の背景
核戦争破局まで「あと何分か」
核問題緊張状態の尺度 出来事の結果
年 分前 出来事
・１９４６年１月国連
の原子力委員会
設立後，核問題
の国際機関設立
を巡って米ソの
対立
１９４７ ７分前 ・時計が初め
て登場
・１９４８年５月核問
題を巡る米ソ両
案対立により国
連原子力委員会
活動の停止
・核兵器登場直後
の核廃絶の試み
は，米ソ間の相
互不信，対立が
続き，核兵器開
発は野放し状態
となる。
１９４９ ３分前 ・ソ連原爆実
験
・ソ連核保有国と
なる。これを見
た米国は水爆の
開発を急ぐ。
・１９５２年１０月米国
が水爆実験に成
功し，英国も同
期に原爆実験に
成功した。
１９５３ ２分前 ・米国の水爆
開発
・１９５５年１１月ソ連
の水爆実験を見
るに及び米国は
核兵器廃絶と核
エネルギーの国
際管理構想を事
実上放棄するに
至る。
・第２次ベルリン
危機（１９５８～５９）
ソ連が半年後を
期限として東独
と平和条約を締
結して西ベルリ
１９６０ ７分前 ・核戦争は不
可能との認
識
・１９６１年東独によ
る東西境界線に
ベルリンの壁建
設
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ン占領国（米英
仏）の権利を奪
する意思を表明
・１９５０年代核爆発
実験が多量の放
射性降下物をも
たらす大気圏内
核実験のため，
人間の健康や生
活環境に悪影響
をもたらすとす
る国際的世論が
巻き起こった。
１９６３ １２分前 ・部分的核実
験禁止条約
・大気圏内，宇宙
空間から核実験
を地下に移した
ということで，
軍拡競争の抑制
にはつながらな
かった。
・１９６３年の部分的
核実験禁止条約
には否定的態度
をとった。
１９６８ ７分前 ・フランス・
中国の核武
装
・この条約で多国
間条約でその
後，この条約の
加 盟 国 は１９９６
年までに１２４カ
国加盟，フラン
ス・中国未加盟
・１９６０年代には核
エネルギーの平
和利用として原
子力発電用の原
子炉技術の大幅
進歩で原子炉燃
料のウランやプ
ルトニウムの軍
事目的に転用さ
れる防止措置が
認識される。
１９６９ １０分前 ・米国が核不
拡 散 条 約
（NPT）批准
・この条約で５カ
国の核保有国と
それ以外の国を
非核国として非
核国の拡散防止
と核兵器国の核
兵器の管理を取
り決めた。
・米ソなど核保有
国 は，６０年 代
規制を受けるこ
となく核弾道・
運搬手段の増強
を図ってきた。
・米ソの戦略的対
立双方脅威
１９７２ １２分前 ・ SALT条
約（第１次
戦略兵器制
限交渉）５
年間
・弾道弾迎撃
ミ サ イ ル
（ABM）制
限条約
・戦略攻撃兵器の
ICBM（大陸間
弾道ミサイル），
SLBM（潜水艦
発射弾道ミサイ
ル）の一定の保
有上限を設定す
るなど米ソの軍
備管理を設定し
た。
・１９７７年に５年の
暫定条約であっ
た SALTの失
効 後，SALT
条約は米国で批
准されず発効さ
れず。
・ソ連軍のアフガ
ニスタン侵攻に
カーター政権抗
議
１９８０ ７分前 ・米ソの核軍
縮停滞
・SALT条約は批
准されなかった
が戦略攻撃兵器
発射台の数量規
制を双方意識し
ていた。ただ，両
国の戦略核戦力
整備政策にブレ
ーキの強力な軍
備管理・軍縮協
定ではなかった。
歴 史 教 育 論 攷  ６５
・中距離核戦力
（INF）米ソ交渉
が開始されなが
ら米国レーガン
政権は８１年１０月
戦略核戦力増強
計画を発表，ソ
連国内政局不安
定な状況
１９８１ ４分前 ・米ソの核軍
備競争
・西ドイツ政府が
米国新型地上発
射戦域弾道ミサ
イル配備を承認
すると，８３年１
年 間 INF交 渉
をソ連政権は打
ち切った。
・８３年米国の戦略
防衛構想（SDI）
研究計画発表に
対しソ連が危惧
する。
１９８４ ３分前 ・米ソの対立
激化
・８５年ゴルバチョ
フ政権下で戦略
核，INF，宇 宙
兵器の３分野を
米・ソ交渉
・８６年１月 ゴ ル
バチョフ政権は
基本的に国内経
済の低迷を背景
にソ連の外交・
軍事政権を根本
的に見直そうと
し，「新思考」外
交を唱え，「相
互安全保障」と
称する概念を打
ち出している。
１９８８ ６分前 ・中距離核戦
力（ INF ）
条約
・INF条約により
９１年５月末まで
にすべての地上
発射中距離ミサ
イルが解体・廃
棄されている。
・核軍備管理・軍
縮政策に関する
ソ連の大幅な政
策転換を示し
た。
・１９８９年アメリカ
のブッシュ大統
領とゴルバチョ
フソ連書記長が
マルタ会談で冷
戦終結宣言をし
た。
１９９０ １０分前 ・冷戦の終結 ・米ソの対立から
協調
・第１次戦略兵器
削 減 交 渉
（START）が
１９８５年から再
開され，戦略核
兵器の削減，
ICBM，SLBM，
重爆撃機などの
運搬手段の配備
数制限を決め
る。
１９９１ １７分前 ・START条
約
・START条 約
で戦力の規制を
実効するため，
広範な現地査
察・検証手段を
設定している。
・ソ連の解体と
START条 約
の発効はウクラ
イ ナ の NPT加
盟をもって１９９４
年１２月になった。
・STARTはロシ
アにとって核戦
力の根幹である
MIRV 化 ICBM
の全廃義務付け
で不満が高ま
る。
１９９６ １４分前 ・核軍縮の勢
いとまる。
・ロ シ ア で の
START批 准
承認作業が進ま
ないため，両大
統領は１９９７年３
月ヘルシンキで
首脳会談を行
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い，戦略核運搬
手段の廃棄の期
限を２００７年１２月
３１日とすること
の了解に達し５
年延期となる。
・前掲
P．５６～６１
〔発表〕４４）
・インド核実験実
施の背景－１９８０
年代，９０年代に
核兵器とミサイ
ルの拡散により
インドの安全保
障環境が悪化し
た。即ち，隣国
（中国）で核兵
器が増強され，
最新の運搬手段
が導入され，わ
れわれの地域
（パキスタン）で
核物質，ミサイ
ル，関連技術の
秘密の取得が出
現し，外国から
のテロリズムの
犠牲になった。
・パキスタン核実
験実施の背景－
シェリフ首相は，
今回の核実験は
インドの核実験
に対抗するため
に行った。イン
ドの核の脅威に
対するためとし
ている。インド
の核実験に対し
て世界各国の対
応が不満足で，
国連安全保障理
事会もインドに
対して十分な措
置をとらなかっ
たとしている。
１９９８ ９分前 ・インド，パ
キスタンの
核実験実施
・インド，パキス
タンの核実験は
核不拡散体制へ
の挑戦であり，
これに対して各
国が個別対応し
ていった。
・米国，日本は経
済制裁，英国，
ドイツ，カナダ
は，人的交流の
制限や経済協力
の削減
・ジュネーブ軍縮
会議での４７カ国
共同声明
・国連安全保障理
事会の議長声明
「両国に対する
自制要求と国際
核不拡散体制の
維持強化」が出
された。
発問 イ．冷 戦 期
（１９４７年～
８９年）にお
いて核戦争
突入の危機
がたびたび
起こってい
るが，それ
はどのよう
な出来事な
のか。また，
〔発表〕４５）
出来事の背景 核危機迫った出来事 結果
・出典：フリ
ー百科事典
『ウィキペ
ディア』
「ベルリン
封鎖」
・ソ連占領下の東ド
イツ内にある，米
英仏統治の西ベル
リンとソ連統治の
東ベルリンは緊張
状態にあった。
１９４８年分割首都の
１９４８
～４９
・ベルリン封鎖
（第１次ベルリ
ン危機）
・西側の空輸作戦は
２７万回以上，輸送
量２３０万トン，こ
の作戦は成功し，
１９４９年５月１２日封
鎖は解除され緊張
は解けた。
歴 史 教 育 論 攷  ６７
それらはな
ぜ避けられ
たのか。そ
の背景と回
避について
考えてみよ
う
支配権をめぐって
対立し，ソ連は西
ベルリンへの交通
制限を通達，通貨
改革をめぐっても
対立。ソ連西ベル
リン陸路完全封鎖
に対し，西側は空
輸作戦展開する。
〔発表〕４６）
・前掲
「朝鮮戦争」
より
・第２次世界大戦
後，米ソの朝鮮半
島の分割占領下
で，北朝鮮の朝鮮
人民軍が１９５０年６
月３８度線を越境
し，南半部への侵
攻を開始した。６
月国連安保理は韓
国を防衛するため
アメリカを中心と
する国連軍を派遣
し，両軍攻防をく
りかえした。韓国
軍は単独で３８度線
を突破し，北朝鮮
の要請を受けて，
中国も国連軍北上
に対して参戦し，
攻防をくりかえし
膠着状態となった。
１９５０
～５３
・朝鮮戦争 ・この戦争が拡大戦
争になることを恐
れる中で，ソ連の
提案により停戦が
模索され，１９５１年
７月から休戦会談
が断続的に繰り返
され，１９５３年７月
板門店で朝鮮・中
国と国連軍の間で
休戦協定が結ばれ
た。
〔発表〕４７）
・前掲
「台湾海峡
危機」より
・１９５４年９月中国人
民解放軍が金門島
の守備に当たって
いた台湾軍に対し
砲撃を行い，江山
島を攻撃し解放軍
により占拠され
た。台湾側は付近
の大陳島の防衛は
困難と判断，アメ
リカ海軍と中華民
国海軍の共同作戦
で大陳島作戦を実
施
１９５４
～５５
・第１次台湾海峡
危機
・台湾軍の浙江省の
拠点を放棄したこ
とで事態は収束を
迎えた。
〔発表〕４８）
・前掲
「台湾海峡
危機」より
・１９５８年８月 中 国
人民解放軍が台湾
の金門守備隊に砲
撃，４４日間５０万発
の砲撃を加えた。
１９５８ ・第２次台湾海峡
危機
・中国による金門の
海上封鎖は失敗
し，台湾は金門地
区の防衛に成功し
ている。
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この砲撃に対し台
湾側は廈門駅を破
壊，この武力衝突
でアメリカは台湾
の支持を表明し，
中国側へ砲撃
〔発表〕４９）
・前掲
「第２次中
東戦争」よ
り
・１９５２年エジプトの
自由将校軍はナギ
ーブ将軍を大統領
に擁立して，国王
を退位させ，共和
制をとり非同盟主
義によるアラブ世
界の糾合に努め，
アメリカからのア
スワン・ハイダム
建設資金の融資拒
否に対し１９５６年
ナセル大統領はス
エズ運河の国有化
を発表し，利権を
持つ英仏がイスラ
エルと共にエジプ
トに侵攻し，エジ
プトと交戦した。
１９５６ ・スエズ危機 ・劣勢に立たされた
エジプトにアメリ
カが支援し英仏イ
スラエル軍の即時
全面撤退を通告し
たため，カナダの
あっせんで英仏は
撤退した。
・エジプトはこの戦
いでスエズ運河の
利権を得，アラブ
世界での発言力を
確固たるものにし
た。
〔発表〕５０）
・前掲
「ベルリン
危機」より
・アイゼンハワー米
大統領政権下，
１９５８年１１月，ソ連
が半年後を期限と
して東独と平和条
約を締結し，西ベ
ルリン占領国（米
英仏）の権利を事
実上奪する意思
を表明し，アメリ
カ西側と険悪な事
態となった。
１９５８
～５９
・ベルリン危機
（第２次）
・ソ連の設定した期
限には曖昧さがあ
り，やはり３月に
はソ連がそれを撤
回し，危機は鎮静
化に向かった。
〔発表〕５１）
・前掲
「ベルリン
危機」より
・１９６１年７月の段階
で東ベルリンから
西ベルリンへの逃
亡者は週に４～
５００人に達した。
社会主義国家建設
を目指すウルブリ
ヒト社会党第一書
記は危機感をつの
らせ，フルシチョ
フに訴え，西側と
の交渉挫折から，
１９６１ ・ベルリン危機
（第３次）
・西ベルリンへのア
メリカ軍がアウト
バーンを通って増
派部隊と共に進ん
でいった。東側は
これを阻止するの
か米ソ対決が予想
されたが，アメリ
カ軍は西ベルリン
に到着し，米ソの
衝突は回避され，
危機は去り，境界
歴 史 教 育 論 攷  ６９
１９６１年８月西ベル
リンを囲む形で鉄
条網，後に壁が築
かれた。（ベルリ
ンの壁）
線の現状固定と東
西ベルリンの分離
は確定的となっ
た。
〔発表〕５２）
・前掲
「キューバ
危機」より
・１９５９年１月キュー
バ革命後，カスト
ロ政権はアメリカ
と冷戦下で対峙し
ていたソ連と接触
し，ソ連の核ミサ
イルがキューバに
配備された。ソ連
のキューバへのミ
サイル搬入貨物船
に対して海上封鎖
し入港を阻止し，
緊迫情況が続い
た。
１９６２ ・キューバ危機 ・１９６２年１０月フルシ
チョフはモスクワ
放送でミサイル撤
去を発表した。
キューバに建設中
だったミサイル基
地やミサイルを解
体し，ケネディも
キューバへの武力
侵攻はしないこと
を約束した。
・このキューバ危機
を教訓として２つ
の国の政府首脳間
を結ぶ緊急連絡用
の直通電話ホット
ラインがソ連とア
メリカ間に初めて
設置された。
質疑
応答
C班（グループ）の発問解答発表に対して，他の生徒がそれらについて質疑し，C
班（グループ）が応答する。臨機応変に教師が補助的に指導する。
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単元
核兵器廃絶（核軍縮）へ向けての平和運動などの国際世論の動向と国連の核軍縮・
不拡散への取り組み（０．５時間）
事前
作業
・教師が生徒
D班（グル
ープ）に事
前学習とし
て課した小
単元の発
問 ア～イ
を，系統（通
史）学習で
学んだ知識
と提示した
関係の資料
を手懸かり
に調べ，考
え，話し合
い，解答を
導き出す
・教師が課し
た発問に係
る資料
生徒 D班（グループ）に到達させたい解答発表内容
発問 ア．冷戦体制
下での核兵
器開発競争
に反対する
国際世論の
盛りあがり
はどのよう
にして進め
ら れ た の
か。また，
その背景に
はどのよう
な こ と が
あったのか
〔発表〕５３）
どのような背景か 国際世論として盛り上がった出来事は
・佐藤昌一郎
編著『世界
の 反 核 運
動』新日本
出版社
P．１７～１８
・冷戦下での米ソ核
兵器実験開発競争
への動きに対する
反核運動が起こっ
ていた。
・１９４９．１０平和擁護世界大会委員会の「平和の
ための提案」で「軍備と軍隊の即時削減及び
原子兵器の禁止と破壊」が提起され，翌年３
月ストックホルムで「世界平和評議会のアピ
ール」が示され，世界における反核運動の第
１次的役割を担った。
・１９５４年３月アメリ
カの水爆実験場南
太平洋のビキニ環
礁から１１４kmも離
れた海域で操業中
の第五福竜丸乗組
員が被爆（久保山
愛吉さん同年９月
死亡）という惨事
が起こった。日本
国民の原水爆禁止
要求が一気に爆発
した。
・全国各地であらゆる職種の団体・個人が参加
し，
・１９５５年１月東京で「原水爆禁止署名全国会議」
が開かれ，「原水爆禁止世界大会」のよびか
けに，国際連帯の旗が高くかかげられた。
・同年８月第１回原水爆禁止世界大会が広島で
開催され，欧米，アジア諸国の代表者と日本
各地から参加した５千人が結集し，原水爆禁
止，軍備縮小による人類の平和を推進するこ
とが決意され，
・「原水爆禁止日本協議会」（日本原水協）とい
う運動組織結成
〔発表〕５４）
・ラッセル・
アインシュ
タイン宣言
と内容文
http://
archive. hp.
infoseek. co.
jp
・世界の反核運動
は，日本での原水
爆禁止の世界への
訴えと，米ソの水
爆実験，開発競争
に対する恐怖心か
ら高まった。
・１９５５年７月，ロンドンにてラッセル・アイン
シュタイン宣言「およそ将来の世界戦争にお
いては必ず核兵器が使用されるであろうし，
そのような兵器が人類の存続を脅かしている
という事実から見て，私たちは世界の諸政府
に，彼らの目的が世界戦争によっては促進さ
れないことを自覚し，このことを公然と認め
るよう勧告する。」
歴 史 教 育 論 攷  ７１
〔発表〕５５）
・「世界平和
アピール七
人委員会」
http:// world
peace７jp
・第二次大戦後，教
育運動，農民運動
の指導者であった
平凡社創業者で当
時世界連邦建設同
盟理事長 下中弥
三郎氏によって提
唱された。
・１９５５年１１月世界平和アピール七人委員会発
足。会員には茅誠司（東京大学総長），湯川
秀樹（ノーベル物理学賞受賞者），平塚らい
てう（日本婦人団体連合会長）等がメンバー。
発足の趣旨は，「人道主義と平和主義に立つ
不偏不党の有志の集まりで，具体的活動は，
国際間の紛争は絶対に武力によらない，平和
的な話し合いで解決すべきという立場でアピ
ールする。」
〔発表〕５６）
・前掲
「パグウォッ
シュ会議」
・ラッセル・アイン
シュタイン宣言の
提唱による。
・１９５７年７月カナダのパグウォッシュで世界科
学者会議（通称パグウォッシュ会議）東西の
科学者が人類の当面している危険について語
り合い，その予防手段について論じ合い東西
相互の偏見を乗り越えて決議文を作成する一
連の会議である。
〔発表〕５７）
・前掲
「３反核運
動の拡がり
と そ の 特
徴」
P．２２～３０
・ヨーロッパには大
量の戦術核兵器が
配備されていた。
ところが，ソ連が
１９７７年 以 来，SS
２０という移動式中
距離ミサイルを配
備したことを理由
に NATO軍 側 は
東西核戦力の不均
衡を訴えた。
・１９７７年オランダでは，米カーター大統領の中
性子爆弾を生産・配備するとの発表に対し
て，ただちに「中性子爆弾阻止・核軍拡競争
阻止グループ（SNB）」が結成され，１００万
人以上の請願署名を集め，オランダ上院で上
記の中性子爆弾反対の決議をもたらした。さ
らに，中性子爆弾阻止 SNBは７８年３月，ア
ムステルダムで東西各国の代表参加による国
際フォーラムをひらき，５万人の第二次大戦
後最大の平和デモを行った。
〔発表〕５８）
・『教育』３
（１９８２）「特
集平和と教
育」（教 育
科学研究会
編集）の服
部学著「国
際的核軍縮
運 動 と 教
育」
P．６～１４
・１９７８年６月にワシ
ントンに招集され
た NATO首 脳 会
議は加盟国軍事費
３％増を申し合わ
せ た NATO軍 近
代化計画を採用し
た。それにもとづ
き，１９７９年１２月ブ
リュッセルで開か
れ た NATO防 衛
計画委員会は１９８３
年末までに１０８基
のパーシング型
ミサイルと４６４基
の巡航ミサイルを
西ヨーロッパ５カ
国に配備を決定し
た。
・１９７７年カーター米
大統領が第３の爆
・１９７８年５～６月ニューヨークで第１回国連軍
縮特別総会が非同盟諸国や NGO（国連・非
政府機構）の努力で開かれ，諸国民間の建設
的協力，核軍縮の機運，国際協調緩和など国
際連帯を強調した。
・国連軍縮特別総会は第２回（８２年）第３回
（８７年）。第３回は日本竹下登総理大臣が出
席し，国連主催の軍縮会議を日本で開催する
ことを表明，翌年以降毎年日本国内の地方都
市で開催されている。
・１９８０～８３年にかけて反核運動が国民的拡がり
と反核デモへの参加者が急増
・ロンドンでは，８０年１０月トラファルガル広場
で８万人のデモ，８１年１０月ハイドパーク・ラ
リー１５～２５万人，８３年１０月４０万人ハイドパ
ーク・ラリー参加。
・西ドイツでは，本格的国民的規模の大反核集
会が８１年１０月ボンで３０万人を超える平和の大
デモンストレーションとなった。８２年４月ボ
ン集会は４５～５０万人の大デモンストレーショ
ン，８３年１０月１週間で西ベルリン主要都市で
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弾とされる中性子
爆弾の生産を発表
する。
・１９８１年に誕生した
レーガン政権は，
限定核戦争計画，
中性子爆弾配備，
核の警告発射など
の発言がヨーロッ
パの反核運動を刺
激した。
大集会がもたれた。
・オランダでは，８１年１０月４０万人，８３年１０月ハ
ーグで５５万人で埋まった。
・ベルギーでも８１年１０月ブリュッセル（NATO
本部がある）１２万人の反核集会，８３年１０月ブ
リュッセルで５０万人が参加した。
・イタリアでも，８１年１０月，ローマで５０万人参
加。８３年１０月「コミゾへの核ミサイル反対」
を中心に１００万人の反対集会で盛りあがった。
・アメリカでも，８２年６月のニューヨーク１００
万人デモンストレーションがあった。
・これら８０～８３年にかけての欧米の反核運動の
特徴は，キリスト教徒，知識人や各種の専門
家が組織を作り，あるいは個人として反核運
動に携わっているケースが多数ある。
発問 イ．冷戦緩和
後の核兵器
問題につい
て国連での
取り組みは
どのように
進められた
のか
・外務省資料
http:// www.
mofa. go. jp
「国連にお
ける軍縮・
不拡散への
取り組み」
〔発表〕５９）
国連の組織 国連の軍縮・不拡散への取り組み内容
・国連総会第一委員
会
・国連軍縮委員会
（UNDC）
・安全保障理事会
・国連軍縮会議
・国連総会本会議
・１９７８年の第１回国連軍縮特別総会は，「総会
の第一委員会は，軍縮問題及び関連する国際
安全保障問題のみを取り扱う」旨の決定がな
された。この会で毎年多くの軍縮関連の決議
が採択されている。日本もこの分野での重要
事項の決議案を提出している。
・１９７８年すべての国連加盟国が参加する国連総
会の補助機関として改編。
・１９９７～９９の議題は「非核兵器地帯」，「第４回
軍縮特別総会」及び「実際的軍縮」であった。
・２０００年から「核軍縮プロセスを進めるための
方法と措置」及び「通常兵器の分野における
実効的な信頼醸成措置」の２つの議題が取り
上げられた。
・２００６年から「核軍縮及び核兵器不拡散の目的
を達成するための勧告」等が審議されている。
・２００４年大量破壊兵器等の不拡散に関する安保
理決議１５４０を全会一致で採択した。
・１９８９年より毎年２回（１回は日本），アジア・
太平洋において，軍縮問題への意識を高め，
軍縮・安全保障に関する対話を提供しようと
するもの。
・１９８８年第３回国連軍縮特別総会で，竹下登総
理大臣が国連主催の軍縮会議を日本で開催す
る用意があることを表明，翌年から毎年，日
本政府の後援の下で地方都市で開催してい
る。
・我が国は，１９９４年以来毎回「核兵器の全面的
廃絶への道程」，２００５年からは，「核兵器の全
面的廃絶に向けた新たな決意」決議案を国連
総会に提出し，核保有国（英，仏，露）を含
む国際社会の圧倒的多数の支持を得て採択さ
れている。
質疑
応答
D班（グループ）の発問解答発表に対して，他の生徒がそれらについて質疑し，D
班（グループ）が応答する。臨機応変に教師が補助的に指導する。
歴 史 教 育 論 攷  ７３
単元 核兵器の軍備管理及び軍縮への取り組みとその背景（０．３時間）
事前
作業
・教師が生徒
E班（グル
ープ）に事
前学習とし
て課した小
単元の発
問 ア～イ
を，系統（通
史）学習で
学んだ知識
と提示した
関係の資料
を手懸かり
に調べ，考
え，話し合
い，解答を
導き出す
・教師が課し
た発問に係
る資料
生徒 E班（グループ）に到達させたい解答発表内容
発問 ア．冷戦体制
下で核兵器
の軍備管理
はなぜ行わ
れたのか。
その背景と
問 題 点 を
探ってみよ
う
〔発表〕６０）
年・条約名 条約に至る背景 条約内容 問題点
・前掲
「１核実験
の制限及び
禁止条約」
P．４３～４７
・１９６３年
部分的核
実験禁止
条約
・１９６２年のキューバ
危機は，国際政治
での核兵器の役割
を大きく転換させ
た。核兵器による
威嚇で国際政治を
有利に運ぼうとす
る手法があまりに
危険であることが
認識されたこと
と，ソ連の核戦力
が米国に徐々に追
いつく姿勢が見ら
れてきたこと
・米，英，ソ３
カ国の間で署
名，発効
・大気圏内，宇
宙空間，領水
及び公海を含
む水中におけ
る核実験を禁
止している。
地下核実験に
よる規制が明
文化されてい
ない。
・地下実験が規
制から除かれ
ていることか
ら，米，英，
ソは地下実験
に移り，核兵
器開発競争は
益々はげしく
なっていっ
た。
・フランス，中
国はこれに加
わらず問題を
残した。
〔発表〕６１）
・前掲
「３核兵器
の 拡 散 防
止」
P．６４～７１
・１９６８年
核拡散防
止 条 約
（NPT）
・核エネルギーを破
壊目的のために使
用することを阻止
する目的で創設さ
れた国連原子力委
員会，核兵器廃絶
と非軍事目的のみ
に核エネルギーを
利用する努力がな
されたが，米ソ対
立の下，挫折して
いた。１９６０年代に
は，原子炉を保有
する国家が増大
し，原子炉の燃料
のウランやプルト
ニウムを軍事目的
・核兵器国は核
兵器その他の
核爆発装置ま
たはその管理
をいかなる者
にも譲渡しな
いことを義務
づけている。
・加盟の非核国
は，核兵器及
びその管理を
いかなる者か
らも受領しな
い こ と。ま
た，核兵器及
びその他の核
爆発装置を製
・核兵器国と非
核国が加盟
し，両者の間
に権利・義務
に差異がある
のを容認して
いる。
・両者の並存を
容認しなが
ら，核脅威に
対する非核国
の安全を十分
に保障してい
ない。
・査察規定や
IAEA（国 際
原子力機関）
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に転用することへ
の防止措置が必要
喫緊となった。
・この問題は国連総
会で討議され賛成
多数で承認。７０年
３月発効してい
る。
造，取得しな
いことが義務
づけられてい
る。
・核兵器国は，
米，ソ，英，
仏，中国の５
カ国とした。
査察に限界が
ある。
〔発表〕６２）
・前掲
「１第１次
戦略兵器制
限 交 渉
（SALT）」
P．８０～８６
・１９６９～７２
年 第１
次戦略兵
器制限交
渉（SALT
暫定協
定 １９７２
年）
・米ソの間で６０年代
後半戦略兵器制限
交渉の気運が高
まったのは，ソ連
の量的増強を米が
放置しえない状況
になってきたた
め。
・米ソの戦略的安定
に制度的枠組みを
構築する必要が認
識されてきた。
・１９７２年５月
ニクソン米大
統領とブレジ
ネフソ連書記
長はモスクワ
で ABM（対
弾道ミサイ
ル）制限条約
と「戦略攻撃
兵器の制限に
関する暫定協
定」を締結し
た。
・ABMシステ
ムに規制を加
えるもの。
・戦略攻撃兵器
の制限の暫定
協定で規制対
象 は ICBM,
SLBM，弾道
ミサイル搭載
原子力潜水
艦，重爆撃機
は除外
・初めて戦略攻
撃兵器の制限
に着手した。
・野放しにされ
ていた ICBM
及びSLBM戦
力の増強に対
し，一定の保
有上限を設定
したものであ
る。
・暫定協定は，
戦略攻撃兵器
の保有量を凍
結したもの。
・しかし，この
協定の欠陥は
戦力の近代化
など質的側面
における核軍
拡に対してほ
とんど規制を
加えていな
い。そのため
今後核弾頭の
MIRV化が進
む。
〔発表〕６３）
・前掲
「第２次戦
略兵器制限
交渉（SALT
）」
P．１００～１０６
・１９７９年第
２次戦略
兵器制限
交渉
（SALT
条約）
・SALTの規定に
より戦略攻撃兵器
制限交渉が継続
して続けられた。
SALTの暫定か
ら長期の有効性を
持つ包括的戦略攻
撃兵器制限条約を
求めた。
・ソ連軍のアフガン
侵攻
・各種戦略攻撃
兵器発射台の
配備上限
・MIRV（個 別
誘導複数目標
弾 頭）及 び
ALCM（空中
発射巡航ミサ
イル）の数量
規制
・査察・検証
・この条約は米
議会で批准さ
れず条約とし
て発効されな
い。
・米ソの戦略核
３本柱の規制
と量的均衡の
実現，軍備管
理・軍縮協定
を行った。
・この条約は米
ソの現有戦力
を大幅に上回
るシーリング
を設定してお
り，さらなる
核軍備増強を
容認してい
る。
歴 史 教 育 論 攷  ７５
発問 イ．冷戦緩和
及びその後
の核の軍備
管理・軍縮
はどのよう
に進められ
ていったの
か。またそ
の背景はど
のようなこ
とがあった
のか
・前掲
「３中距離核
戦力（INF）
条約」
P．１１３～１２３
〔発表〕６４）
年・条約名 条約に至る背景 条約内容
・１９８７年
中距離核
戦力
（INF）条
約
・ソ連が７７年から新たに西
ヨーロッパを射程内とす
る SS２０戦域弾道ミサイ
ルを配備したことから西
欧に恐怖と戦域核不均衡
をもたらしたことで，米
国と NATO諸国間で７９
年ソ連本土に届く米国の
新型地上発射戦域弾道ミ
サイルを西ドイツ，イギ
リス等５カ国に配備する
ことを決定したことから
ヨーロッパで猛烈な反核
運動が展開された。こう
した中で８５年ゴルバチョ
フ政権下で米国と戦略
核，INF，宇宙兵器の３
分野の交渉が始められ
た。
・INF条約は無期限の条約
で，短射程及び長射程地
上発射中距離ミサイルを
条約発効後３年間で解
体・廃棄することを定め
た条約である。
・廃棄の対象となったの
は，核弾頭を除き，中距
離ミサイル・システム全
体に及んでいる。
〔発表〕６５）
・前掲
「１第１次
戦略兵器削
減交渉
（ START）
の経緯」
P．１３４～１５０
・１９９１年
第１次戦
略兵器削
減
（ START
）条約
・１９８５年ゴルバチョフ政権
発足以来，８５年ジュネー
ブでは戦略核兵器の大幅
削減を目指すこと，８６
年レイキャビクでは
ICBM，SLBM，重爆撃機
など戦略核兵器運搬手段
の配備総数の上限，核弾
頭・核爆弾の配備総数の
上限等，８７年のワシント
ンでは弾道ミサイル核弾
頭の配備上限など米ソ首
脳会談でそれぞれ合意に
達している。
・ソ連国内の経済悪化，社
会的混乱から，西側先進
諸国からの資本・技術を
導入する道を拓き国家再
建を進めることが急務で
あった。
・戦略核兵器の運搬手段の
ICBM，SLBM，重爆撃機
の配備総数の上限１，６００
基とする。
・搭載される核弾頭・核爆
弾の配備総数の上限を
６，０００発とする
・査察・検証制度－戦力の
削減や規制を確認する。
・戦略核兵器運搬手段の譲
渡及び海外配備の禁止
・START条約の発効は
１９９４年１２月である。
〔発表〕６６）
・前掲
「４第２次
戦略兵器削
減条約の成
立と骨格」
P．１５５～１７８
・１９９３年
第２次戦
略兵器削
減
（ START
）条約
・米ソは対立から協調へと
１８０度転換し，START
条約調印後，第２次戦略
兵器削減交渉（START
）を進め，９２年６月ワ
シントンでのブッシュ・
エリツィン米ソ首脳会談
が開かれ，STARTを
上回る戦力削減が発表さ
・米ロ両国は２００３年１月ま
でに，戦略核兵器の廃
棄，撤去を行い，核弾頭・
核爆弾の配備総数をそれ
ぞれ３，０００～３，５００発に削
減する。
・このうち SLBM搭載弾
頭数を１，７００～１，７５０発
とする。
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れ，９３年１月 第２次 戦
略兵器削減条約（START
条約）に署名された。
・MIRV化 ICBMを全廃す
る。
・査察・検証
・START条 約 に 対 し
て，ロシア議会，軍首脳
等批判が多く，戦略核バ
ランスに対しての不満が
あり，９６年１月米議会で
批准承認されたが，ロシ
ア議会での批准承認作業
が進んでいない。
質疑
応答
E班（グループ）の発問解答発表に対して，他の生徒がそれらについて質疑し，E
班（グループ）が応答する。臨機応変に教師が補助的に指導する。
歴 史 教 育 論 攷  ７７
単元 核兵器の核拡散防止と地域的な非核推進状況（０．５時間）
事前
作業
・教師が生徒
F班（グル
ープ）に事
前学習とし
て課した小
単元の発
問 ア～エ
を，系統（通
史）学習で
学んだ知識
と提示した
関係の資料
を手懸かり
に調べ，考
え，話し合
い，解答を
導き出す
・教師が課し
た発問に係
る資料
生徒 F班（グループ）に到達させたい解答発表内容
発問 ア．核兵器の
拡散防止が
なぜ冷戦終
結後重要な
役割を担っ
たのか
〔発表〕６７）
年・条約名 条約に至る背景 条約内容
・前掲
「第６章
核拡散防止
体制の強化
１NPT無期
限延長の採
択」
P．２２４～２３５
・１９９５年
核拡散防
止 条 約
（NPT）の
無期限延
長の採択
・冷戦という世界を２分化
した東西対立の重石が取
れるという国際政治情勢
の大きな変化の中で，地
域レベルの対立が顕在化
してきて，核兵器など大
量破壊兵器の拡散が加速
してきた。
・核兵器国，非核国は核拡
散防止条約（NPT）の無
期限延長を採択し，核兵
器国に一律に核軍縮を義
務づけている唯一の条約
である。
・インド，パキスタン，イ
スラエルなど「事実上の
核保有国」を NPTに加
盟させるためにも NPT
の無期限延長が必要で
あった。１９９６年で１８２カ
国が加盟
〔発表〕６８）
発問 イ．包括的核
実験禁止は
有効に働く
のか
・前掲
「第７章
見えてきた
核実験の全
面禁止と課
題」
P．２７６～３０１
・１９９６年９
月 包括
的核実験
禁止条約
（ CTBT）
は国連総
会で国連
加 盟１８５
カ 国 中
１５８カ 国
の賛成で
採択
・NPT（核拡散防止条約）
再検討会議（１９９０年）後，
米ソ両国内で，CTBT（包
括的核実験禁止条約）を
求める声がさらに高ま
り，９１年１０月にソ連，９２
年４月にフランスが核実
験の一時凍結を発表，９３
年１月発足のクリントン
政権は，共和党政権と異
なり，CTBTの交渉開始
に積極姿勢を示し，他の
核兵器国が核実験を行わ
ない限り，９４年９月ま
で核実験を停止する決定
を下した。
・核兵器国が核実験の凍結
措置を打ち出したのは，
・この CTBTはあらゆる
核爆発実験を禁止するも
のである。そのため質的
核軍拡を抑制することが
可能である。
・核爆発を伴わない核実験
を規制対象に加えていな
い。即ち，コンピュータ
ーによる「シミュレー
ション核実験」，実験室
内で中性子線，ガンマ線
などを放出させて兵器に
及ぼす影響の「兵器に対
する効果実験」などを示
す。
・インドは CTBTに調印
していない。１９９８年の国
連総会の演説でインド，
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NPTが９５年予定の延長
会議の長期存続を打ち出
させるための核軍縮に向
けての核兵器国の誠意を
明確に示す必要があった。
パキスタン両国の首相は
１年以内の CTBTへの
参加を示唆した。
発問 ウ．地域的な
非核はどの
ように進め
られていっ
たのか
〔発表〕６９）
年・条約名 条約に至る背景 条約内容とその役割
・前掲
「第５章
地域的な非
核をどう推
進すべきか
１冷戦期の
非核兵器地
帯－ラテン
アメリカ，
南 太 平 洋
－」
P．９７～９８
・１９６７年ト
ラテロル
コ 条 約
（後に改
正１９９２年
ラテンア
メリカお
よびカリ
ブ地域核
兵器禁止
条約）
・１９６２年１０月のキューバ危
機を契機として，地域の
安全保障のためには核兵
器がまったく存在しない
状況を設定することが必
要との考えに基づき作成
されたもの
・この条約の冷戦期の欠陥
は，地域の２大国ブラジ
ルとアルゼンチンが南ア
メリカの覇権争いから条
約に入らなかった。
・条約は核物質と核施設を
平和目的のためにのみ利
用することを定め，地
域・国家が核兵器を実
験，使用，生産，受領，
配備することを禁止し，
第三国の地域・国家への
核兵器の配備も禁止して
いる。
・締約国は国際原子力機関
（IAEA）の保障措置の適
用が義務づけられてい
る。
・１９７５年までに，核兵器国
がこの非核兵器地帯を尊
重して，条約締約国に対
して核兵器を使用せず又
は使用の威嚇を行わない
ことを約束するもの。
・この条約は，最初の非核
兵器地帯条約として重要
であり，後のこの種の条
約のモデルとなってい
る。９２年には条約名も改
正し，ブラジル，アルゼ
ンチン，チリも締約国と
なった。
〔発表〕７０）
・前掲
P．９９～１００
・１９８５年
ラロトン
ガ 条 約
（南太平
洋非核地
帯条約）
・最大の動機は，１９６６年以
降フランスが南太平洋の
ムルロワ環礁で核実験を
実施していることで，
１９７３年オーストラリアと
ニュージーランドが大気
圏内核実験の違法性とそ
の停止を求め国際司法裁
判所に提訴し，それを契
機に大気圏内での核実験
は停止されたがその後も
地下で続けられた。
・１９７５年以降，南太平洋
フォーラムで，この地域
を核汚染，核紛争への巻
き添えの危険から解放す
るという目的で核兵器地
帯の設置を主張した。
・この条約は，地域の環境
の保護にも重点を置き，
核兵器のみならず放射性
廃棄物の投棄の禁止など
平和利用に関する禁止も
含んでいる。
・検証については，IAEA
の保障措置を受ける。
・地帯内に領域をもつ，フ
ランス，英国，米国に対
して非核の地位を適用す
るもの。
・核兵器国が地帯の地位を
尊重することと，地帯内
国家に対して核兵器を使
用せず，使用の威嚇を行
わないことを規定してい
る。
歴 史 教 育 論 攷  ７９
・１９９６年３月に，米国，英
国，フランスが署名した
が，米国は批准していな
い。
〔発表〕７１）
・前掲
「２冷戦後
の非核兵器
地帯－東南
アジア，ア
フリカ」
P．１００～１０３
・１９９５年バ
ンコク条
約（東南
アジア非
核兵器地
帯条約）
・１９９５年１２月バンコクで
ASEAN（東南アジア諸
国連合）サミットの際に
ASEAN加盟７カ国と未
加盟国３カ国がこの条約
に署名した。
・冷戦終結後，東西対立消
滅とともにこの地域に配
備されていた核兵器も撤
去され，カンボジア内戦
が１９９１年にパリ平和協定
で終結したことで非核兵
器地帯構想が検討されて
いった。
・条約は，非核兵器地帯を
締約国の領域，大陸棚，
排他的経済水域と設定
し，締約国は地帯の内外
で核兵器の開発，製造，
取得，核兵器の配備や輸
送，核兵器の実験禁止，
さらに放射性廃棄物の地
帯内での投棄も禁止され
ている。
・検証について，IAEAの
保障措置の受諾が規定さ
れている。
・この条約はすでに発効し
ているが，核兵器国の義
務を定める議定書（核兵
器国が条約を尊重し，締
約国に対して核兵器の使
用や威嚇を行わないこと
を約束する）には，核兵
器国の支持を得られず，
署名を受けていない。
・中国もこの地帯の地理的
範囲に異議を唱えてい
る。
〔発表〕７２）
・前掲
P．１０３～１０５
・１９９６年ベ
リンダバ
条約（ア
フリカ非
核兵器地
帯条約）
・アフリカ非核兵器地帯構
想は，１９６０年のサハラ砂
漠でのフランス核実験の
時期に端を発し，６４年に
アフリカ統一機構首脳会
議でアフリカ非核化宣言
を採択したが，フランス
が南太平洋ムルロワに実
験場を移したことで危機
感が薄れ，南アフリカの
核開発疑惑も生じ，この
構想は進展しなかった
が，冷戦緩和後，南アフ
リカが９１年核不拡散条約
に加入，核兵器を放棄し
たことから進展した。
・条約は，締約国の核兵器
の製造や取得，配備や実
験を禁止し，南アフリカ
の核保有の事例から，核
の解体，廃棄を規定して
いる。
・放射性廃棄物の投棄の禁
止や原子力施設への攻撃
の禁止を規定し，IAEA
の保障措置を受諾し，ア
フリカ原子力委員会を設
置する。
・核廃棄の実態を IAEAに
確認させた事例として南
アフリカが今までで最初
である。
・条約の締約国に核兵器の
使用，使用の威嚇を行わ
ないことを約束したり，
核実験禁止について５核
兵器国がすべて批准して
いないので未発効の状態
にある。
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質疑
応答
F班（グループ）の発問解答発表に対して，他の生徒がそれらについて質疑し，F
班（グループ）が応答する。臨機応変に教師が補助的に指導する。
単元 総括する課題－生徒全員（０．５時間）
質疑
応答
ア．核兵器の廃絶は可能か，また，それを阻むものは何か。
イ．日本の果たすべき役割は何か。
のア，イについて生徒全体で考え，話し合い，論議を深め教師が助言をし，この問
題について締めくくる。
 お わ り に
今日のグローバル（国際化）時代にあって，２１世紀を支える生徒たちが現
代を地球市民として生きていくためには，世界での国際紛争，民族的対立，核
兵器問題，地球規模での温暖化，人口増加等々，降りかかってくる諸難題に対
し，一つひとつ解決していかなければ生きていけない時代である。その諸難題
を解決するためには，互いに力を合わせ，歴史や文化を理解し合い，交流を深
め国際協調を図っていくことが極めて大切なこととなってくる。
このような状況に生徒たちが置かれているという現実を踏まえて，今回地球
世界の課題ともいうべき「核兵器問題」を取り上げた。
核兵器は第二次世界大戦末期にアメリカが驚異の兵器として開発し，広島と
長崎に投下し，一瞬にして十数万の人たちを殺傷し，その都市をも壊滅的打撃
を与えた。その威力は創造を絶するものであり，世界の人たちはがく然とした。
しかし，その「絶対兵器」ともいうべき核兵器が，その後の世界で，「冷戦」
といわれる米ソを中心とする二大陣営の中で技術開発と激しい競争を繰り広
げ，爆弾の威力が広島，長崎に投下されたものより数十倍，数百倍に達し，核
弾頭・核爆弾を運搬する手段の弾道ミサイルも直接目的地に確実に命中する性
能の高いものに開発され，核兵器の数も米ソだけで５～６万発（１９８５年頃）に
も達し，世界の人々や地球そのものを破壊し，奈落の底に突き落とすもので
あった。
このような状況で，国際世論の平和を求める活発な運動が展開され，また国
歴 史 教 育 論 攷  ８１
連での原子力機関や軍縮委員会での核軍縮の決議などの働きかけにより，核兵
器を多数保有の米ソも冷戦の中で双方とも諸問題を抱えながらも乗り切り核兵
器の軍備管理を進めていき，核戦争の危機を乗り越えた。１９８９年以後の冷戦
緩和後の核軍縮については，国際世論の力と国連，米ソ双方の歩みよりで成果
を収めているが，核廃絶の困難さや新たな核拡散に係る諸問題も提起されてい
る。
このように「核兵器問題」が第二次大戦末期から今日まで六十数年を経過す
る中で世界の歴史の展開と大きく係わってきており，多面的，多角的視点から
考察していかなければこの問題の解決の糸口を見いだすことはできないのでは
ないかと考える。
今回，現在使用されている「高校世界史 B」８社の教科書での本題「核兵器
問題」をどのように取り上げ叙述しているか，内容の比較分析と検証をの章
で各項目ごとに進めていったが，本題を一貫して系統的に取り上げた教科書は
見当らなかった。各社とも部分的に一視点を捉えるといった取り上げ方であっ
たことで本題を深く掘り下げて考察することが難しいと考える。また，歴史事
象について，その事象のよってきたる背景や，内容についての叙述が希薄なた
め，その歴史事象をどのように考察し，認識したらよいのか考えにくい。
学習指導要領地理歴史編の解説書の中で，学習のねらいとして「国際対立と
国際協調」の視点から「国際協調の意義と課題を考察させる」ことのできる主
題として「核兵器問題」をその１つとして取り上げていることから，教科書で
この主題を取り上げられることが期待されたが，８社中１社だけが取り上げて
いただけでちょっと予想外の感じであった。
の章では，本題の「核兵器問題」を主題学習として取り上げ，授業指導試
案を提示してみた。本題を取り上げる際着眼点としたことは，多面的，多角
的な総合的視点から考察させる内容であること。学習方法を班（グループ）
編成とし，生徒同志が相互に調べ，考え，話し合い，課題へ向けて取り組む態
度を養うことを目指すこと。授業は限られた範囲でしか進められないという
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制約の中で班（グループ）ごとに授業外に集まるなどして課題に取り組むこと
により本題への関心を高め，真剣さを増すことができるのではないか。などで
ある。
このような本題での取り上げ方や取り組みによって，生徒たちが世界の中で
唯一の核兵器の被爆国の国民としてグローバルな国際社会にあって主体的で民
主的かつ平和的な国家建設を担う地球市民として高い共感力と鋭利な科学的追
究心を身につけ，本題の「核兵器問題」に今後とも積極的な行動ができること
を期待してこの授業指導試案を作成した次第である。皆様方の御批判，御教示
を願いたい。
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